
（施策評価表52）

【施策番号Ⅳ－11－①－１】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

-

2,223

1,981

-

取組みの
方向性

２ 主な事業１ 取組内容

・ 九州知事会が一体となって
道州制を先取りした取組みを
進めることにより、国の道州制
の議論を九州からリードすると
ともに、将来の州都をにらんだ
構想づくりを進めます。

百年の礎を築く 戦 略

【戦略11】熊本都市圏の拠点性向上
～将来の州都をめざします～

担当課 ６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

主な施策
◆州都を構想する
～州都をにらんだ構想づくりの推進～

①州都をめざした取組みの展開

３ 平成24年度の主な成果

主な施策のまとめ

・道州制についての九州の考え方を国の議論に反映できるよう
努める。

・本県での道州制シンポジウム開催を誘致し、道州制や州都に
ついての周知啓発を行う。

・「道州制推進知事・指定都市市長連合」の活動に参画する。

・県と熊本市による道州制の共同研究を実施する。

企画課

企画課

広域開発行政促進事業（事務費）

くまもと未来会議
・県民アンケート結果等によると、道州制や
州都に対する県民の理解が十分に進んでいる
とは言い難いため、これを高めていく必要が
ある。

・道州制に向かうステップとなる具体的な行
動を進めていく必要がある。

・州都についての議論の深化が必要である。

・市町村との意見交換を行い、地方の立場
から道州制の議論を十分に行う。

・県民の州都議論への主体的参加を促す動
機付けやきっかけづくりを進める。

●「くまもと未来会議」での有識者の意見に基づいて州
都構想を策定し（H25.3）、県民の州都論議への参加促
進に寄与。

●「道州制推進知事・指定都市市長連合」活動への参画や熊本
市との道州制の共同研究を実施しながら、道州制についての九
州の考え方を国の議論に反映できるよう努め、また、道州制や
州都についての周知啓発を実施。

●道州制や州都に対する県民の理解の向上。

●道州制へのステップとなる具体的な行動の
推進。

●州都についての議論の深化。

●市町村との意見交換を行い、地方の立場
から道州制の議論を十分に進展させ、ま
た、州都議論への県民の主体的参加を促
進。

・H24年５月から３回にわたり開催した「くまもと未来
会議」で、有識者の方々に「州都」について議論してい
ただいた。その際の御意見に基づき、H25年３月、県民
の皆様の州都議論への参加を促す際の基礎となる、州都
構想を策定した。

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表53）

【施策番号Ⅳ－11－①－２】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

100,000

90,459

107,119

37,593

5,410

3,968

観光課 25,540

4,869

地域振興課

主な施策のまとめ

・まとめられた定住促進戦略に基づき各市
町村で具体的施策が展開されるよう、意見
交換や協議を進めていく。

・本県では、地域づくりチャレンジ推進事業
で各市町村の移住定住を促進する取組みへの
支援と「移住・定住ポータルサイト」で対外
的な情報発信を行っているところであるが、
市町村によって取組みの方向性や熱意が異な
り、統一したイメージ発信が難しい面があ
る。

・「移住定住ポータルサイト」及び「くまもとくらす」を通じ
て、広く熊本の魅力をアピールし、移住希望者に対し本県を移
住候補先の一つとして加えてもらう。

・首都圏在住の移住希望者に対して、昨年度に引き続き、移住
相談会を開催する。

・市町村の意見を踏まえながら、今後の取組みの方向性を検討
し、その中で、県の役割と市町村の役割を整理するなどして戦
略をまとめる。

・市町村の魅力や定住施策等について対外的に発信する
ため、「移住・定住ポータルサイト」を設置しているほ
か、45市町村を個別に紹介した「くまもとくらす」を発
刊するとともに、首都圏での移住相談会の開催及び福岡
での移住フェアへの出展等を行うことにより、幅広く情
報発信を展開した。

・戦略策定に向けて、市町村の取組みの方向性、取組み
を進める際の隘路及び市町村の期待する県の役割などに
ついて把握するため、各市町村と意見交換を行ったこと
により、戦略策定の方向性がより明確になった。

●市町村と連携したアフターコンベンション
の誘致等の体制整備。

●“学都”を切り口とした「首都圏とアジア
に向けた“くまもと”の発信」に向けた、産
学官連携による情報発信の可能性の検討。

●阿蘇くまもと空港の国際線振興に向けた熊
本市との連携強化。

●移住定住の促進に関する統一したイメージ
発信に向けた市町村との調整。

●スポーツイベント、大型コンサート等の
毎年２回以上開催を目指し、市町村と連携
した誘致活動を展開。

●東京事務所・広報課等への取材件数が
H23の２倍となるよう“くまもと”の発信
を推進。

●阿蘇くまもと空港の国際線を活用したコ
ンベンションの誘致や、県・熊本市共同の
トップセールス実施。

●定住促進戦略に基づき、各市町村で具体
的施策が展開されるよう意見交換や協議を
実施。

・コンベンション誘致について、助成事業を最大限活用し、本
県へのスポーツイベント、大型コンサート、映像作品制作の誘
致を進めていく。

・阿蘇くまもと空港の国際線振興について、熊本市と今後の連
携策について協議を継続していく。

・首都圏広報について、「くまもと都市戦略会議」で「首都圏
とアジアに向けた“くまもと”の発信」をテーマとしたアク
ションチームを設置し、広報戦略や発信ツールを検討・開発
し、具体的な情報発信を展開する。また、引き続き県と市が共
同で首都圏で行うPRイベント（例：中野ブロードウェイ商店街
での魅力発信）等に取り組む。

・コンベンションや大型コンサートの誘致に
ついては、施設の充実度、交通アクセス等に
優る福岡市などと比較すると大きなハンディ
がある。また、熊本市以外の市町村とも連携
し、アフターコンベンションの誘致等を行う
ことにより、県下全域に経済波及効果が及ぶ
よう体制を整備する必要がある。

・阿蘇くまもと空港の国際線振興について、
熊本市と更に連携を強めていく必要がある。

・「くまもと都市戦略会議」の「“学都”の
イメージが分かりにくい」などの意見に対
し、再度発信するイメージやアクションチー
ムの具体的な作業等を明確にし、産学官が連
携してどのような情報発信が可能か検討する
必要がある。また、具体的な連携した取組み
の実施にあたり、県・市との情報共有を図る
必要がある。

・スポーツイベント、大型コンサート、映
画のロケが毎年２回以上開催されている状
態を目指し、市町村との連携体制を整備し
ながら誘致を進めていく。

・阿蘇くまもと空港の国際線を活用したコ
ンベンションの誘致や、県、市共同のトッ
プセールスの実施等を進める。

・首都圏とアジアに向けた“くまもと”の
発信等の活動が功を奏し、熊本の認知度が
更に向上している状態を目指し、H27年度
に東京事務所・広報課等への取材件数400
件（H24末：183件）となるよう取り組
んでいく。

●｢くまもと都市戦略会議｣での議論に基づき、熊本MICE
誘致推進機構を設立するとともに、スポーツイベント、
大型コンサート等に対する助成制度の創設を実現。

●熊本市と連携し、東京ドームでのPRイベント等の共同
実施や阿蘇くまもと空港の国際線振興に関する協議を実
施。

●「くまもと定住促進戦略」の策定に向け、各市町村と
意見交換を実施。また、45市町村を個別に紹介した「く
まもとくらす」の発刊や首都圏在住者を対象とした移住
相談会の開催等を展開。

●スポーツイベント、大型コンサート等に対する助成制度を最
大限活用した誘致推進。

●熊本市との連携による、首都圏向けPRイベント等や阿蘇くま
もと空港の国際線振興に関する協議を継続。

●各市町村と意見交換を踏まえ「くまもと定住促進戦略」を策
定。

●サイトおよび冊子を通じた移住希望者への熊本の魅力の発信
や首都圏在住移住希望者に対する相談会を引続き開催。

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略11】熊本都市圏の拠点性向上
～将来の州都をめざします～

主な施策
◆拠点性を高める
～熊本型県・政令指定都市政策連携の推進～

①州都をめざした取組みの展開

３ 平成24年度の主な成果

・ 県・熊本市・熊本大学・経済
団体による「くまもと都市戦略
会議」などで議論し、実践につ
なげていく、全国でも例のない
“熊本型県・政令指定都市政策
連携”により、「コンベンション誘
致」、「阿蘇くまもと空港国際線
の振興」、「首都圏に向けた広
報」などを進めます。

・ 拠点性の高まった熊本の地
の利を生かし、福岡等への通
勤・通学者にとって魅力ある「く
まもと定住促進戦略」を打ち出
します。

・「くまもと都市戦略会議」において産学官で連携して
取組みの検討を進め、熊本MICE誘致推進機構の設立につ
なげた。また、スポーツイベント、大型コンサート及び
映画やドラマ等の制作に対する助成制度を創設し、ス
ポーツイベント２件に対する助成を実施した。

・阿蘇くまもと空港の国際線振興について、熊本市と今
後の連携策について協議を実施した。

・「くまもと都市戦略会議」の新たな取組みのテーマと
して「首都圏とアジアに向けた“くまもと”の発信」を
掲げ、“学都”を切り口とした新たな情報発信について
検討。また、県市連携の首都圏に向けた広報事業で、こ
れまでの人員協力に加え、東京ドームでのPRイベント等
を共同で実施した。

大型イベント等プロモーション
事業

２ 主な事業

※予算事業なし

１ 取組内容 担当課

都市型観光推進事業

首都圏広報強化事業

阿蘇くまもと空港国際線振興対
策事業

広報課

交通政策課

観光課

ＭＩＣＥ等誘致促進事業

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表54）

【施策番号Ⅳ－11－②－１】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

107,119

37,593

24,836

24,400

11,173

4,521

(11,173)

(4,521)

106,293

140,470

1,516

1,259

21,635

15,344

9,700

935

0

23,063

2,000

651

美しい農村景観保全活用事業 むらづくり課

屋外広告物対策推進事業のうち違
反広告物等調査事業

都市計画課

緑化景観対策事業
うち空港周辺等景観形成対策事業

都市計画課

取組みの
方向性

国際線の拡充 交通政策課

交通政策課空港ライナーの本格（試験）運行

パイロットのふるさとづくり推進 交通政策課

空港の広域防災拠点化 交通政策課

・ 熊本の空の玄関口である阿
蘇くまもと空港とその周辺地域
の持つ可能性を最大化するた
め、“品格あふれる美しさ”“先
端技術産業の知の集積”“九州
を支える空港機能”が調和し
た、「大空港構想」を推進しま
す。

・ 日本一広く美しい空港をめ
ざし、阿蘇くまもと空港周辺や
熊本市内へ通じる第２空港線
沿線の景観を保全するととも
に、景観を阻害する違法な工
作物の撤去等に向けた取組み
を進めます。

・各プロジェクトの早期立上げ等関係機関との調整を
行った。

・ソウル線については週５便化実現に向けた利用促進対
策強化の取組みを実施。台湾線に向けてチャーター便を
活用した知事トップセールスを初めて実施（H25年1
月）。中国線に向けた中国各航空会社との交渉実施。こ
れらの取組みにより、ソウル線の増便、新規路線開設に
向け各エアラインと具体的な協議を行うことが可能と
なっている。

・空港ライナーの本格運行に向けた実証実験を実施し、
空港利用者の利便性向上につながった。

・空港キャンパスを有する崇城大学との包括連携協定を
締結（H24.8.26）したことにより、航空産業の人材育
成推進につながった。

２ 主な事業１ 取組内容 担当課

各課個別取組み 関係各課

みんなで取り組む耕作放棄地活用
事業（うちイエロープロジェクト）

農地統制関係事業

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略11】熊本都市圏の拠点性向上
～将来の州都をめざします～

主な施策
◆大空港構想を進める
～空港周辺地域のポテンシャルの最大化～

②ハブ機能の強化

３ 平成24年度の主な成果

主な施策のまとめ

・美しい農村景観を維持するとともに、新
たな農振法・農地法の違反が発生させない
よう取り組んでいく。

・空港周辺民間駐車場の違反屋外広告物是
正率を100%にするよう取り組んでいく。

・周辺建築物の法令違反状態の解消に向
け、関係各課と連携のうえ、引き続き指導
等を行っていく。

・空港周辺及び第２空港線沿いの農地につい
ては、保全すべき優良農地が多く、景観保全
に向けて農地を良好な状態で確保・保全して
いく必要がある。また、民間駐車場等の農振
法や農地法違反による農地転用に関しても引
き続き適切な対応を図る必要がある。

・イエロープロジェクトとして県内各地で展
開している景観づくりが、地元で継続的に取
り組みまれていく必要がある。

・美しい農村景観保全活用事業を利用して、
空港周辺や第２空港線沿線の景観を阻害する
工作物の撤去等に向けた取組みを実施するた
めには、該当する市町村が景観行政団体とな
り、景観農振計画を策定する必要がある。

・第１及び第３空港線沿いの民間駐車場につ
いては、違反広告物はほとんどなく、また、
経営も厳しい駐車場が多いことから、統一デ
ザイン看板への変更は難しい状況であるが、
今後も統一デザイン看板の設置費用に関する
助成制度を周知していく必要がある。

・周辺建築物は、建築年数が経ったものが多
く、指導を行っても具体的な解決にはつなが
らない状況が続いているが、指導を継続して
いく必要がある。

・農地の違法開発事案等に対して関係課や地元農業委員会と合
同で、引き続き是正指導を行う予定としている。

・阿蘇くまもと空港周辺の農地において、ヒマワリやコスモス
等の景観作物を栽培し、美しい空港づくりを進める団体等に対
して補助を行う予定としている。

・第３空港線の１駐車場の違反広告物の是正を図る。

・周辺建築物の法令違反是正に向けた指導を、関係各課と連携
のうえ、引き続き行っていく。

・農村景観の保全のため、阿蘇くまもと空港周辺駐車場
の経営者(３者）及び第２空港線沿いの農地法・農振法違
反者に対する是正指導を関係課及び農業委員会と合同で
実施し、指導文書を送付した。

・屋外広告物については、空港に最も近い３駐車場に対
し、違反是正指導に取り組んだ結果、H24年12月に３
駐車場ともに違法広告物を撤去し、統一デザイン看板を
設置した。また、H25年1月には、３駐車場ともに第２
空港線沿いにラカンマキを植栽した。さらに、他の第２
空港線沿いの４駐車場に対し、違反是正指導に取り組ん
だ結果、H25年2月に４駐車場ともに違法広告物を撤去
し、統一デザイン看板を設置した。これにより、空港周
辺及び第２空港線沿いの景観が格段に向上した。

・周辺建築物に関し、関係課が連携して立ち入り指導を
実施した。

農地・農業
振興課

農地・農業
振興課

・航空路線の強化や、空港利便性の向上、
空港の拠点性向上、空港周辺の魅力向上等
の各個別取組みを着実に推進し、「品格あ
ふれる美しさ」「先端技術産業の知の集
積」「九州を支える空港」という３つの役
割が調和した「日本一広く美しい空港」を
実現させるとともに、将来の州都実現に向
けた気運醸成や熊本の百年の礎を築くこと
につなげる。

●ソウル線の週５便化実現へ利用促進対策強化を実施。
台湾線に向けてはチャーター便を活用した知事トップ
セールスを初めて実施（H25年1月）。中国線に向けた
中国各航空会社との交渉実施。また、空港利用者の利便
性向上に向けた空港ライナーの本格運行に向けた実証実
験実施と、人材育成のため崇城大学との包括連携協定を
締結（H24年8月）。

●空港周辺の民間駐車場に対する違反広告物の是正指導
に取り組んだ結果、第２空港線沿いの全複数業者が違法
広告物の撤去と統一デザイン看板を設置。これにより、
空港周辺及び第２空港線沿いの景観が格段に向上。

●ソウル線の週５便化実現に向けたアウトバウンド・インバウ
ンド対策の推進。台湾や中国の新規路線開設に向け、各航空会
社との交渉とともに関係機関連携を強化。また、空港ライナー
の利用者数増加に向けた広報活動強化と、パイロットのふるさ
とづくり推進について崇城大学と連携した各種ＰＲ活動を実
施。

●阿蘇くまもと空港周辺の農地において、ヒマワリやコスモス
等の景観作物を栽培し、美しい空港づくりを進める団体等に対
して補助を実施予定。

●第３空港線の１駐車場の違反広告物の是正を図る。

●国際線の拡充に向けた各航空会社との交渉
継続。

●空港ライナーの利用者数増加のための広報
活動の継続

●パイロットのふるさとづくり推進につい
て、阿蘇くまもと空港及び天草空港における
パイロット養成等に適した施設環境等の
PR。

●該当市町村による景観農振計画の策定。

●路線強化や、空港の利便性・拠点性の向
上、空港周辺の魅力向上等の各個別取組み
を着実に推進し、「品格あふれる美しさ」
「先端技術産業の知の集積」「九州を支え
る空港」という３つの役割が調和した「日
本一広く美しい空港」の実現に向け取組み
を実施。

●美しい農村景観を維持するため、農振
法・農地法の違反が新たに生じないよう取
組みを実施。

●空港周辺民間駐車場による違反屋外広告
物の是正指導に取り組む。

●また、周辺建築物の法令違反状態の解消
に向け、関係各課連携のうえ、引き続き指
導等を実施。

・各プロジェクトの着実な推進や新たな分野へのチャレンジに
取り組む。

・ソウル線について、週５便化実現に向けたアウトバウンド・
インバウンド対策を推進する。

・台湾や中国の新規路線開設に向けて、各航空会社との交渉を
進めるとともに関係機関との連携を強化する。

・空港ライナーの利用者数増加に向けた広報活動を強化する。

・パイロットのふるさとづくり推進について、崇城大学と連携
した各種ＰＲ活動を進める。

・各プロジェクトにおける個別取組の着実な
推進、新たな取組みの展開が必要である。

・国際線の拡充について、各航空会社との交
渉継続が必要である。

・空港ライナーについて、利用者数増加のた
めの広報活動を続けていく必要がある。

・パイロットのふるさとづくり推進につい
て、阿蘇くまもと空港及び天草空港における
パイロット養成等に適した施設環境等をPR
していく必要がある。

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表55）

【施策番号Ⅳ－11－②－２】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

14,869

95,129

20,885,136

4,855,312

2,000

651

・「くまもと都市戦略会議」ワーキングチームで、石塘などの
活用に向けた地元の駅周辺活性化協議会（仮称）の設置の動向
を注視するなど、これまでの取組みのフォローアップを行う。

・H25年4月に都市公園として供用開始した万日山について、
適正な維持管理を行う。

・高架化工事を推進し、H25年度は熊本駅部の上り線ホーム上
屋の組立てに着手する。また、熊本駅周辺整備にあたっては
「熊本駅周辺地域都市空間デザイン会議」を組織し、各事業者
と市民・県民をつなぎ、きめ細やかなデザイン調整を行う取組
みを含めて、駅周辺の景観について「国際的に見てもその質は
高く評価される」として、本年度、都市景観大賞「都市空間部
門」において最高賞の大賞（国土交通大臣賞）に選ばれた。

・駅周辺開発の状況に応じて、景観に配慮した屋外広告物設置
への支援を継続する。

・利活用に向けた地元の協議会設置など、整
備した石塘等を様々なイベント等で活用しや
すい状況にする必要がある。

・万日山公園について、がけ崩れ等の災害発
生時の早急な復旧等の対応が必要となる。

・H26年度末に予定している熊本駅部上り
線の高架切替に向けて、工程調整を図る。

・熊本駅周辺地域については、民間による開
発が活発化しているため、建物建設の前に、
景観に配慮した屋外広告物設置への支援を進
めていく必要がある。

・熊本駅周辺地域の魅力が向上し、熊本駅
から中心市街地にかけた賑わいが生まれて
いる。そのため、H27年度に熊本駅の乗降
客数920万人／年となるよう取り組んでい
く。

・都市公園として適正な維持管理が行われ
ているよう取り組んでいく。

・H26年度末に熊本駅部上り線の高架化工
事が完了し、上り線ホーム及び上屋が供用
されているよう取り組んでいく。

・助成制度の周知を通じて、景観形成への
理解が進み、景観に配慮した屋外広告物が
設置されていくよう取り組んでいく。

●新たな賑わいの場としての石塘の環境整備や、観光客
増加に向けた熊本駅新幹線口から北岡自然公園への散策
ルートの整備を実施。また、熊本駅周辺の屋外広告物に
関し、関係事業者に広告物等の改修等に対する助成制度
利用を推進。

●「くまもと都市戦略会議」ワーキングチームで、これまでの
取組みのフォローアップを実施。また、駅周辺開発の状況に応
じ、景観に配慮した屋外広告物設置への支援を継続。

●熊本駅周辺の整備箇所を様々なイベント等
で活用しやすい状況にする取組み。

●民間による開発の際の景観に配慮した屋外
広告物設置の誘導の促進。

●熊本駅乗降客数が920万人／年となるよ
う取り組み、魅力向上した熊本駅から中心
市街地にかけた賑わい作りを促進。

●屋外広告物設置助成制度の周知を通じ、
景観に配慮した屋外広告物の設置を推進。

主な施策のまとめ

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略11】熊本都市圏の拠点性向上
～将来の州都をめざします～

主な施策
◆世界的な熊本駅をめざす
～熊本駅周辺地域の魅力向上～

②ハブ機能の強化

３ 平成24年度の主な成果

・産学官が連携した「くまもと都市戦略会議」の枠組み
の中で、新たな賑わいの場としての石塘の環境整備や、
観光客増加に向けた熊本駅新幹線口から北岡自然公園へ
の散策ルートの整備を実施し、熊本駅周辺地域の魅力向
上につながった。

・H24年8月に万日山の山頂部の土地を取得し、公園と
して整備を行ったことにより広く県民に利用いただける
施設になった。

・在来線熊本駅舎での県産材を最大限活用するための検
討を行い、熊本駅舎ホーム上屋で県産材を約４割調達す
ることを決定したことで、森林資源の循環利用及び地場
産業の活性化の期待感が増大した。

・熊本駅周辺の屋外広告物に関し、関係事業者に広告物
等の改修等に対する助成制度の利用を働きかけることに
より、景観向上への意識の醸成が図られた。

新幹線口の景観向上の取組みとして、マンション建設
予定者と面談し、景観維持への協力依頼と「くまもと
緑・景観協働機構」の助成制度を周知した。面談した３
社の建設予定者からは、マンションの高さ、形状、色調
など景観への配慮と、うち１社については機構の沿道緑
化モデル助成事業を活用し、緑化が図られた。

万日山公園維持

万日山公園整備事業

地域振興課

ＪＲ鹿児島本線等連続立体交差事業

１ 取組内容

・ 熊本の陸の玄関口である熊
本駅周辺地域の魅力向上を図
るため、熊本市と連携して、駅
舎・駅前広場や、白川・坪井川
に囲まれた石塘(いしども)、桜
にあふれた万日山(まんにちや
ま)の整備を進めます。また、新
幹線口（西口）一帯をはじめ、
熊本駅周辺の景観向上に取り
組みます。

２ 主な事業 担当課

都市計画課

緑化景観対策事業
うち空港周辺等景観形成対策事業

都市計画課

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表56）

【施策番号Ⅳ－11－②－３】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

3,427,313

3,723,680

2,358,000

1,255,403

9,000

33,600

81,285

53,180

50,041

7,077

0

539,000

98,500

27,200
港湾特会施設修繕事業

戦略的ポートセールス推進事業（再
掲）

国際コンテナ利用拡大助成事業（再
掲）

物流拠点機能向上事業（再掲）

【中九州横断道路】
・H25年度に新規事業化された滝室坂道路について、滝室坂ト
ンネル（仮称）が、一日も早く着工できるよう、阿蘇市と連携
しながら、地元説明会への参加や環境省等の関係機関及び地元
との調整などに積極的に協力していく。
・熊本市～大津町間の計画段階評価が早期に完了するよう国に
要望する。

【熊本天草幹線道路】
・大矢野バイパスの早期供用に向けて引き続き事業を推進す
る。また、今年度、新規事業採択された本渡道路については、
調査・設計を推進する。

【九州中央自動車道】
・（仮称）嘉島JCT～小池高山IC間 L=1.8㎞のH25年度供用
開始に向けて引き続き事業を促進する。
・小池高山IC～（仮称）北中島IC間 L=10.8㎞のH30年度供
用開始に向けて引き続き事業を促進する。
・蘇陽～高千穂間について、計画段階評価を進めるための調査
が早期に完了するよう国に要望する。
・矢部～蘇陽間について、計画段階評価を進めるための調査に
早期着手するよう国に要望する。

【南九州西回り自動車道】
・芦北IC～（仮称）津奈木IC間 L=7.7㎞のH27年度供用開始
に向けて引き続き事業を促進する。

【国道57号4車線化】
・南阿蘇村立野～大津町瀬田間 L=2.5㎞のH26年度追加供用
開始に向けて引き続き事業を促進する。

【有明海沿岸道路（Ⅱ期）】
・大牟田市～長洲町間について、事業化に向けた国の計画段階
評価を進めるための調査検討に協力するとともに、国直轄によ
る整備を要望する。

国直轄事業負担金 道路整備課

道路改築事業 道路整備課

道路計画調査費 道路整備課

・道路整備に必要な予算が安定的に確保され
ることと、道路整備が遅れている地方部に対
して重点的に予算配分がなされることが必要
である。

・H27年度に幹線道路の整備進捗率が
50%まで進んでいるよう取り組んでいく
（H23年度：41.5%）。

【中九州横断道路】
・平成25年度に新規事業化された滝室坂
道路の整備が着実に進むよう事業を促進す
る。
・熊本市～大津町間の事業化に向けた事務
手続等が着実に進むよう国に要望する。

【熊本天草幹線道路】
・大矢野バイパスの整備が着実に進むよう
事業を推進する。
・平成25年度に新規事業採択された本渡
道路が、H26年度から用地取得に着手でき
るよう取り組んでいく。

【九州中央自動車道】
・小池高山IC～(仮称)北中島IC間の整備が
着実に進むよう事業を促進する。
・蘇陽～高千穂間を含む未事業化区間にお
いて、事業化に向けた事務手続等が着実に
進むよう国に要望する。

【南九州西回り自動車道】
・芦北IC～(仮称)津奈木IC間がH27年度に
供用開始されるよう着実に事業を促進す
る。
・(仮称)津奈木IC～県境間の供用予定年度
が早期に明示されるよう国に要望する。

【国道57号4車線化】
・南阿蘇村立野～大津町瀬田間について
H26年度に追加供用開始されるよう事業を
促進する。

【有明海沿岸道路（Ⅱ期）】
・大牟田市～長洲町間の事業化に向けた調
査や手続きに協力するとともに、国直轄に
よる整備を要望する。

●九州中央自動車道、南九州西回り自動車道、国道57号
４車線化、熊本天草幹線道路について事業を推進。ま
た、H24年7月に被災した国道57号の滝室坂の抜本対策
として、国に事業化を要望。

●熊本港のガントリークレーンをH24.10.29に供用開始
し、知事のトップセールス、ポートセールス、大手企業
の利用検討もあって、H24年12月に増便が実現し、荷
の増加、とりわけ新規貨物の獲得の効果が発現。熊本港
の物流機能を強化するための整備等の取組みも推進。

港湾課

●九州中央自動車道、南九州西回り自動車道、国道57号４車線
化、熊本天草幹線道路について引続き事業を推進。また、中九
州横断道路について、滝室坂道路の早期全線開通及び熊本市～
大津町間の計画段階評価の早期完了を国に要望。

●H24年度以上の取扱量実現のため、インセンティブを含めた
企業への働きかけやマッチングの場の設定、ポートセミナーの
実施、物流・倉庫企業の誘致などに取り組み、また、物流機能
の強化に向けた整備等を着実に推進。

●航路の維持・拡充を図るための、戦略的
ポートセールスの効果の早期発現。

●港湾への物流施設誘致など、恒久的利用に
結びつく多角的手法の推進や港湾機能の保持
のための計画的な維持・管理。

●幹線道路整備進捗率50%実現に向けた
取組み及び新規事業化された幹線道路（滝
室坂道路、本渡道路）の事業を推進する取
組みを実施。

●一層の利用拡大に向け、地元市や港湾関
係企業等との積極的な協力体制を構築。

企業立地課

主な施策のまとめ

・H27年度に八代港との合計で
30,000TEUを達成することを目標とし、
一層の利用拡大に向け、地元市や港湾関係
企業等との積極的な協力体制を築きなが
ら、目標の達成を目指していく。

・熊本都市圏の物流機能の強化に向け、熊
本港の既存施設を適切に維持・管理してい
くとともに、取扱貨物の動向や利用状況を
適切に見極めながら必要な整備についての
検討を行う。

・週２便化など、増強された航路の維持・拡
充をはかるため、戦略的ポートセールスの効
果を早期に発現させていくことが必要であ
る。
・港の一層の利用増に結びつけるため、港湾
への物流施設の誘致など、恒久的な利用に結
びつく多角的な手法を一括して推進する必要
がある。
・熊本都市圏の物流機能の強化には、海の玄
関口である熊本港の港湾機能の保持が不可欠
であるため、計画的な維持・管理が必要であ
る。

・H24年度にも増して更なる取扱量の増加を図るため、コンテ
ナ助成金等をインセンティブに、より多くの荷主企業への働き
かけや輸出企業と輸入企業のマッチングの場の設定、国内や海
外でのポートセミナーの開催などを行う。また、港湾機能を向
上させるため、物流・倉庫企業の誘致などに取り組む。

・熊本港の物流機能の強化に向けた航路や防波堤の整備を促進
するとともに、港湾機能を保持するために必要な整備を着実に
進める。

・熊本港のガントリークレーンをH24.10.29に供用開始
したことで、コンテナ荷役の安定性が向上し、これまで
対象と見られていなかった精密機械類などの取扱いが可
能となった。知事のトップセールス、ポートセールス、
大手企業の利用検討もあって、H24年12月の増便へつ
ながった。なお、その後の荷の増加、とりわけ新規貨物
の獲得の効果が見え始めた。
・熊本港の物流機能を強化するための水深7.5ｍ岸壁及び
航路･泊地の整備を促進するとともに、港湾機能を保持す
るための土砂処分場の整備等を推進した。

企業立地課

港湾課

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略11】熊本都市圏の拠点性向上
～将来の州都をめざします～

主な施策
◆すべての道はくまもとに通じる
～幹線道路ネットワーク等の整備～

②ハブ機能の強化

３ 平成24年度の主な成果

・ 九州の中心に位置する熊本
の地理的特性を踏まえた、“す
べての道は熊本に通じる”とい
う考えのもと、九州中央自動車
道、南九州西回り自動車道、中
九州横断道路、有明海沿岸道
路構想など、幹線道路ネット
ワークの整備を進めます。併せ
て、国道５７号の渋滞解消のた
めの４車線化や、「90分構想」
の実現に向けた熊本天草幹線
道路の早期整備に取り組みま
す。

・ 熊本都市圏の物流機能の
強化を図るため、熊本港でのガ
ントリークレーンの供用を開始
するとともに、利用拡大に向け
た強力なポートセールスを展開
します。

【中九州横断道路】
・H24年7月に被災した国道57号の滝室坂の抜本対策と
して、また、将来中九州横断道路の一部としても活用で
きる道路整備として、滝室坂道路の事業化を国に要望し
た。

【熊本天草幹線道路】
・大矢野バイパスの早期供用に向けて事業を推進した。
また、本渡道路を本渡都市計画に追加し、本渡道路の事
業化に向けた手続きが進んだ。

【九州中央自動車道】
・（仮称）嘉島JCT～小池高山IC間 L=1.8㎞のH25年
度供用開始に向けて、国において着実に事業が進められ
た。

【南九州西回り自動車道】
・芦北IC～（仮称）津奈木IC間 L=7.7㎞のH27年度供
用開始に向けて、国において着実に事業が進められた。

【国道57号４車線化】
・南阿蘇村立野～大津町瀬田間 L=2.5㎞のH26年度供
用開始に向けて、国において着実に事業が進められた。

【有明海沿岸道路（Ⅱ期）】
・国、熊本市とともに地域課題等の整理を進めた。

２ 主な事業１ 取組内容 担当課
上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表57）

【施策番号Ⅳ－12－①－１】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

13,765

-

5,478

11,377

52,979

69,645

-

-

16,000

15,997

20,000

20,000

31,400

31,210

11,697

10,731

14,821

11,916

1,500

1,500

100,000

99,995

0

810

地域振興課 300,000

企画課 128,823

社会教育課

社会教育課

文化課細川コレクション永青文庫推進事業

・ 鞠智城の国営公園化の実
現に向けて引き続き取り組みま
す。

２ 主な事業１ 取組内容

・ 明治以降の熊本文学を展示
する熊本近代文学館におい
て、加藤・細川４００年の歴史と
文化等についても紹介するな
ど、「熊本歴史・文学館（仮
称）」として拡充します。また、
引き続き、県立美術館におい
て、細川家ゆかりの公益財団
法人永青文庫の優れた美術工
芸品等の展示を通して、熊本
の歴史や文化を県内外に情報
発信します。

熊本歴史・文学館推進事業

貴重資料調査・研究・活用等推進事業

・熊本近代文学館に歴史関係の情報発信の機能を拡充するため
に基本計画を策定するとともに、新たな展示会や講座等を開催
する。

・今後の歴史関係の展示や関連事業の展開に向けて、引き続き
未整理古文書の整理に取り組むとともに、古文書等や近代文学
資料群の調査、研究、解読、活用を進める。

・細川コレクションについて、引き続き、県立美術館において
常設展示を行うとともに、永青文庫が所有する美術品等の調
査・修復を進め、展示内容の充実を図る。

・熊本近代文学館の情報発信機能の拡充に向
けた基本計画の策定が必要である。

・細川コレクションについて、展示可能な美
術品等に係る所要の調整を行う必要がある。

・ 熊本駅から、細川家ゆかり
の北岡自然公園、古い町屋な
どが残る新町・古町、熊本城へ
と続く道が、米国・ボストンのフ
リーダムトレイルをモデルに歴
史と観光が楽しめる街並みとな
るよう、熊本市と連携して取り
組みます。

・熊本近代文学館における歴史・文化の発信機能の拡充
等に関して有識者の意見を聞いて検討した。

・緊急雇用創出基金事業を活用し、熊本県立図書館が所
蔵している未整理古文書の整理が進んだ（約37%）。

・永青文庫が所有する美術品等の調査・修復を進め、展
示内容の充実を図った結果、常設展示入場者が約4.3万人
に達し（目標の３万人をクリア）、熊本の歴史・文化の
情報発信に貢献した。

・H23年度に整備が完了した熊本駅から北岡自然公園ま
での約1,860ｍ区間の散策ルートを、「くまもとさる
く」（熊本国際観光コンベンション協会）のH24年度下
半期号（H24年10月～H25年3月）に掲載し、周知が
進んだ。

※予算事業無し

主な施策
◆歴史・文化を磨き上げる
～地域にある歴史と文化の磨き上げと情報発信～

①くまもとの歴史・文化の磨き上げ、継承

３ 平成24年度の主な成果担当課

文化課

・鞠智城が国営公園として閣議決定され、
国により大規模歴史公園の事業に着手でき
るように、紹介本の作成、九州歴史資料館
での展示、研究助成の実施、史跡鞠智城保
存管理計画の策定、シンポジウムの継続的
な開催などにより、更に知名度や歴史的価
値の認知度を向上させる。

・国営公園としての集客力があることを証
明できるように資料の作成を行う。

・ 相良700年の歴史・文化、菊
池一族、天草キリシタン文化な
ど県内各地域の歴史・文化・史
跡を活用した地域づくりや情報
発信に取り組みます。

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略12】悠久の宝の継承
～熊本の宝を磨き上げ、引き継いでいきます～

・｢くまもと歴町50選｣を発展させ、町並みの保全、再生に向け
た取組みを加速化させる。

・女性や小中学生等を対象とした新たな切り口での体験型イベ
ントの開催する。

・観光キャンペーン等を通じて、県内の歴史・文化史跡等のPR
を継続する。
・球磨地域の古社寺等文化遺産の保存・活用プランを完成さ
せ、その実現に向けた取組みを進める。

・地域づくり夢チャレンジ推進事業の「交流促進の取組み」に
より、歴史・文化等の地域資源を活かした取組みの支援を継続
する。

・民間や関係自治体との連携を進める必要が
ある。

・集客力を高めるため、相良文化等を観光資
源として更に磨き上げていく必要がある。

・毀損が進む球磨地域の古社寺等文化遺産に
ついての保存・活用プランが未策定である。

・交流促進に資する関連分野への情報提供を
促す働きかけが必要である。

・｢加藤・細川ヘリテージ(遺産)｣プロジェ
クト各事業を展開する。

・観光キャンペーン等を通じて、県内の歴
史・文化史跡等のPRを進める。

・球磨地域の古社寺等文化遺産についての
有効な保存・活用プランを策定するととも
に、国有形文化財登録の推進に向けた機運
を醸成する。

・関連分野との情報共有や地域住民の活動
の掘り起こし、交流人口の拡大を図る。

主な施策のまとめ

・県内に残る歴史的、伝統的町並みを募集し、「くまも
と歴町50選」として60地区を選定。
・加藤・細川を中心としたテレビ公開講座や検定を実施
し、1,512人の受験があった。
・家族向けキャンペーン「夏だモン！くまもとあそビン
ゴ!!夏たびキャンペーン（H24年7月～8月）」等の中で
県内の歴史・文化史跡等のPRが進んだ。
・球磨地域10市町村の企画・観光、文化財部局と協議会
を組織し、古社寺等文化遺産の広域的な保存・活用プラ
ンの策定を進めた。
・地域づくり夢チャレンジ推進事業の「交流促進の取組
み」により、歴史・文化等の地域資源を活かした取組み
の支援が進んだ。

●熊本近代文学館における歴史・文化の発信機能の拡充
等に関して有識者の意見を聞いて検討。

●鞠智城に関する各種PR活動を実施し、鞠智城の知名度
や歴史的価値の認知度が上昇し、温故創生館の入館者数
がH23年度の108,333人から117,291人に増加。

●県内に残る歴史的、伝統的町並みを募集し、｢くまもと
歴町50選｣として60地区を選定。

●熊本近代文学館に歴史関係の情報発信の機能を拡充するため
に基本計画を策定するとともに、新たな展示会や講座等を開
催。

●鞠智城に関する各種PR活動を関東圏を含め引き続き実施す
る。また、温故創生館入館者数を前年比約1.3%増加（年間入館
者数119,000人）させ、鞠智城の知名度や歴史的価値の認知度
の向上を推進。

●｢くまもと歴町50選｣を発展させ、町並みの保全、再生に向け
た取組みを加速化。

●熊本近代文学館の情報発信機能の拡充に向
けた基本計画の策定。

●鞠智城に関する学界等での認知度向上と研
究の活性化。また、関東圏を中心とした広報
活動の充実。

●町並みの保全等に向けた民間や関係自治体
との連携推進。

●熊本近代文学館の施設整備、各種展示会
等の事業体系の確立及び専門職員の人材育
成等を推進。

●鞠智城に関する研究助成の実施やシンポ
ジウムの継続的な開催。

●｢加藤・細川ヘリテージ(遺産)｣プロジェ
クト各事業を展開。

観光課

鞠智城国営公園化ＰＲ事業

鞠智城公園推進事業

鞠智城整備事業
うち鞠智城特別史跡指定推進事業

・熊本近代文学館の施設整備、各種展示会
等の事業体系の確立及び専門職員の人材育
成等に取り組む。

・長期的な魅力ある展示計画を整え、県立
美術館の細川コレクション常設展示関係の
入場者目標を年間４万人以上とする。

・H27年度までに熊本駅から北岡自然公園
へのルートから分岐し、新町・古町を経由
して熊本城に至るまでのルートの整備を完
了させる。

・熊本市の政令市移行に伴い、熊本駅や熊本
城周辺において国道３号を除くすべての道路
は熊本市の管理となり、道標とするカラー舗
装や道路面上の案内サイン等は、工事施行か
ら維持管理まで道路管理者である熊本市が事
業主体となるため、市の協力を得て進めてい
く必要がある。

・JR鹿児島本線等連立立体交差事業に伴い
確認された御成道跡に並行する歩道を散策
ルートとして整備するため、熊本市等の関係
部署の理解を得る必要がある。

・完成している熊本駅から北岡自然公園へのルートから分岐
し、新町・古町を経由して熊本城に至るまでのルートを整備す
るため、熊本市等と協議を進める。

・鞠智城に関する各種PR活動を実施した結果、鞠智城の
知名度や歴史的価値の認知度が上昇し、温故創生館の入
館者数がH23年度の108,333人から117,291人に増加
した。

・若手研究者を対象に鞠智城跡関連の研究論文を全国へ
広く募集し、19人の応募から５人を選考。H25年3月に
報告会を開催し、併せて論文集を発刊。これにより広く
鞠智城に対しての関心が高まった。

・鞠智城跡に関し、さらに学術的に深化した研究を促進
するために専門家（５名）による研究を行い、新たな知
見を得ることができた。

・鞠智城に関する各種PR活動を引き続き実施し、温故創生館入
館者数を前年比約1.3%増加（年間入館者数119,000人）さ
せ、鞠智城の知名度や歴史的価値の認知度の向上に努める。

・核となる学識者の指導助言のもと研究の深化を図るととも
に、研究論文募集、学術的価値の発信等を多彩に展開してい
く。

・さらに、東京（７月）、大阪（９月）で鞠智城シンポジウム
を開催し、歴史的文化的価値を国民各層に広める。

・大規模歴史公園整備の基本計画（施設配置
計画等の将来像）の策定を進めることとして
いるが、国営公園化の前提となる特別史跡指
定に向けて更に知名度や歴史的価値の認知度
を向上させる必要がある。

・鞠智城の調査概要や保存整備事業の成果を
まとめた「整備報告書」を刊行したが、今
後、学界等における認知度の向上と研究の活
性化が課題。また、関東圏を中心とした広報
活動を充実させる必要がある。

鞠智城国営公園化ＰＲ事業（緊急雇用）

地域づくり夢チャレンジ推進事業

くまもと観光ブランド形成事業

「加藤・細川ヘリテージ（遺産）」プロ
ジェクト事業

「選ばれる観光地くまもと」観光キャ
ンペーン展開事業

※予算事業無し

文化財広域連携推進事業

都市計画課

地域振興課

文化企画課

観光課

文化課

都市計画課

都市計画課

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表58）

【施策番号Ⅳ－12－①－２】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

43,273

45,813

・構成資産の国文化財指定数を、現状の
11箇所（H25年度現在）から、H27年度
までに14箇所に増やす。

・「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」
と「九州・山口の近代化産業遺産群」につ
いては、H27年度までの世界文化遺産登録
を、また「阿蘇」については、H27年度ま
での国内暫定一覧表入りをめざす。

●「天草の﨑津集落」が「長崎の教会群とキリスト教関
連遺産」の構成資産に追加され、H25年度の国推薦を目
指し、H25年1月に推薦書案を文化庁に提出。

●「近代化産業遺産群」及び「阿蘇」についても、国文
化財指定の追加や管理保全計画の策定等、取組みが進
捗。

●「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」について、推薦書原
案の内容精査や推薦に向けた資料作成等を実施。また、﨑津の
コアゾーン（資産範囲）における家屋等の保存管理について、
管理上の課題抽出や関係機関との調整等を実施。

●「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」に
ついて、推薦書原案の更なる精査。また、資
産範囲における保存管理の考え方や整備活用
の整理。

●「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」
と「九州・山口の近代化産業遺産群」の世
界文化遺産登録、「阿蘇」の国内暫定一覧
表入りをめざした活動の展開。

・「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」に
ついて、推薦書原案のさらなる精査が必要。
また、資産範囲における保存管理の考え方
や、整備活用について整理する必要がある。

・「九州・山口の近代化産業遺産群」につい
て、三角西港対岸の貯炭場跡の文化財価値精
査や重要文化的景観の選定のための取組みが
必要。また、旧万田坑も、市景観計画・景観
条例等策定により保護措置を強化する必要が
ある。

・阿蘇について、国の世界遺産暫定一覧表へ
の追加記載に向けた文化財国指定業務の更な
る進捗が必要。また、世界遺産についての地
域の理解促進、気運醸成をさらに進める必要
がある。

百年の礎を築く 戦 略

【戦略12】悠久の宝の継承
～熊本の宝を磨き上げ、引き継いでいきます～

２ 主な事業

①くまもとの歴史・文化の磨き上げ、継承

主な施策のまとめ

・「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」について、推薦書原
案の内容精査や推薦に向けた資料作成等を実施する。また、﨑
津のコアゾーン(資産範囲）における家屋等の保存管理につい
て、管理上の課題抽出や関係機関との調整等を実施する。

・「九州・山口の近代化産業遺産群」について、管理保全計画
を実施するための関係機関との調整等を実施する。また、管理
保全上必要な課題（三角西港の重要文化的景観選定、旧万田坑
における景観条例制定等）に向けた支援を実施する。

・「阿蘇」について、重要文化的景観の選定に向け、各種調
査・検討を実施する。

主な施策

担当課

文化企画課

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

◆世界遺産登録をめざす
～世界遺産登録に向けた取組みの推進～

３ 平成24年度の主な成果

・ 本県の文化遺産を世界に発
信し、人類共通の宝として未来
に引き継ぐため、「天草のキリ
スト教関連資産」、「旧万田坑・
三角西港」、「阿蘇」の世界遺
産登録に向けた取組みを推進
します。

・天草の資産に特化した学術専門家会議を２回開催し、
天草の資産価値を強くアピールした結果、「天草の﨑津
集落」が「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」の構成
資産に追加され、H25年度の国推薦を目指して、H25年
1月に推薦書原案を文化庁に提出。

・「九州・山口の近代化産業遺産群」を構成する「旧万
田坑・三角西港」について、学術調査を進めた結果、国
文化財指定が新たに２件実現した。また、各資産毎の管
理保全計画を新たに策定するとともに、H25年3月に資
産の管理保全のための管理保全協議会を新たに設置。国
に提出する推薦書原案についても、九州・山口の関連自
治体との連携により検討が加速し、国提出直前の状態に
こぎつけた。

・「阿蘇－火山と共生とその文化的景観」については、
世界遺産暫定一覧表への追加記載に向け、学術調査を進
めた結果、国文化財指定が新たに２件実現した。

取組みの
方向性

１ 取組内容

世界文化遺産登録推進事業

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表59）

【施策番号Ⅳ－12－①－３】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

13,316

12,870

9,362

10,019

4,415

4,135

6,000

-

6,407

-

73,224

73,120

302

112

1,917

2,336

5,721

3,357

110

88

4,630

4,869

・多岐の分野に亘る「手仕事」に関する情報共有や事業
展開について協議を進める庁内連絡会議を開催するとと
もに、小山薫堂氏を招いて「くまもと手仕事ごよみ」研
究会を開催し、今後の事業推進のための意見を得た。

・国の伝統的工芸品指定を受けている天草陶磁器、小代
焼について、意匠開発や展示会開催の費用を補助し、認
知度向上や販路拡大に繋がった。

・山鹿灯籠について、国指定申請のための支援を行い、
山鹿市を中心に、申請団体の設立や申請書案の作成が行
われた。

・新たに「くまもと食の名人」（郷土料理の伝承活動を
行う人材）を23名認定するとともに、研修会を実施した
ことで、伝承活動への意識を高めることができた。

・「くまもと食の名人」を対象に「次世代に伝えたいふ
るさとのおやつ」をテーマにした研修・交流会等を開催
したことで、地域で伝承されているおやつのレシピ（22
品）の発掘ができた。

・物産館等が食の名人を活用して行う県民への郷土料
理、地域食材の提供機会創出の取組みを４ヶ所で支援し
たことで、新商品の開発や食の交流機会の増加につな
がった。

・「創造！生きる力」実践発表会の開催により、児童・
生徒が伝承する民俗芸能の実践発表を行った結果、教育
関係者に伝統文化の素晴らしさ及び次世代へ継承するこ
との必要性を認識させることができた。

・熊本県高等学校文化連盟との共催の総合文化祭によ
り、発表の場の提供とともに郷土芸能部門を含む各部門
の活動を支援したことで、伝統的文化や芸術に対する高
校生及び県民の方々の関心が高まった。

くまもとブラ
ンド推進課

むらづくり課

子どもくまもと伝統文化伝承事業

「くまもと手仕事ごよみ」推進事業

伝統工芸館管理運営費

伝統工芸振興会議運営費

伝統的工芸品産業産地振興事業

主な施策のまとめ

●松橋収蔵庫を拠点施設として、収集資料の展示、各種
講座、移動展示や移動体験教室及び自然観察会等の学習
支援事業を実施し、H24年度の目標(12,500人)を達
成。

●多岐の分野に亘る「手仕事」に関する情報共有や事業
展開について協議を進め、「くまもと手仕事ごよみ」研
究会を開催した結果、H25年度の事業化を実現した。

●H26年秋にリニューアルオープン予定の熊本市立熊本博物館
内に松橋収蔵庫の資料を活用した展示を行うための設計と展示
制作を実施。

●「くまもと手仕事ごよみ」フェイスブック及びホームページ
の開設、啓発イベントの実施、テレビ広報・PR広報の実施など
多様な事業を展開。

・「手仕事」を「こよみ（二十四節気）」と結びつけること
で、現代の生活に「手仕事」をとりいれ、県民がより幸福を実
感できる生活を実現することを目指す。「くまもと手仕事こよ
み」フェイスブック及びホームページの開設、啓発イベントの
実施、テレビ広報・PR広報の実施など多様な事業を展開する。

・天草陶磁器について、販路開拓等の支援を引き続き行う。

・小代焼について、伝統工芸館等と連携し、振興計画作成のた
めの支援を行う。

・山鹿灯籠について、H25年度中の国指定に向けた支援を引き
続き行う。

・「くまモンおやつプロジェクト」の一環として、地域で伝承
されているおやつや創作おやつをとりまとめたふるさとおやつ
レシピブックを作成し、活用する。

・「くまもと食の名人」が郷土料理を伝承する場として、県民
参加のイベントを開催する。

・学校での伝統的文化活動の継承を奨励するために、発表の機
会の提供や実践事例の紹介などに引き続き努める。また、高校
生の文化活動についても、活動のさらなる広がりを支援する。

文化課

●収集資料を活用した企画展示、県民交流館
パレアアクシア等での移動展示、各種講座、
移動体験教室や講師派遣、学習支援の充実。

●効果的な啓発イベントの実施やパブリシ
ティ活動。

●県全域を活動のフィールドとしてとらえ
た県民参加の博物館活動を展開し、松橋収
蔵庫全事業の参加者数をH27年度までに２
万人（Ｈ23年度：１万人）。

●「くまもと手仕事ごよみ」を活用し、手
仕事に係る情報が簡単に得られる仕組みを
構築。

・「くまもと手仕事ごよみ」を活用し、手
仕事に係る情報等が簡単に得られるような
仕組みをつくるとともに、手仕事を大切に
し、生活に取り込んでいく機運を向上させ
ていく。

・伝統工芸品の各産地団体の活動支援を継
続する。

・伝統の食文化を広く県民等へ周知し、体
験する機会を提供する。

・発表の機会の提供や実践事例の紹介など
により、児童・生徒による伝統的文化活動
の伝承が多く行われるようにする。

・高校生による文化活動がさらに充実する
よう、引き続き発表機会の提供や活動支援
を行い、高校生の文化部加入率が31%に
なるように取り組んでいく。

・「くまもと手仕事ごよみ」の継承等を県民
運動として展開していくため、効果的な啓発
イベントの実施やパブリシティの活用、関係
機関との連携を進める必要がある。

・伝統的工芸品の各産地団体は基盤が弱小で
あるため、販路拡大等の活動を支援していく
必要がある。

・「くまもと食の名人」について、認定開始
から12年が経過し、高齢となった方も多い
ため、懸念される今後の活動の減少等に対応
していく必要がある。

・郷土料理を一般の方が体験できる場は限ら
れており、それについて集約された情報も不
足していることを踏まえて取組みを進めてい
く必要がある。

・過疎化や少子化の進展に伴い減少している
伝統的な文化活動の担い手を確保していく必
要がある。

取組みの
方向性

・ 松橋収蔵庫に所蔵されてい
る本県の自然、文化、歴史、民
俗に関する資料を身近な地域
で見て触れ合うことの出来る
フィールドミュージアムを、県内
各地域で展開します。

・ 「くまもと手仕事ごよみ（仮
称）」を作成し、本県の「手しご
と」を県民に広めることで、その
伝統の技や文化、担い手を、
将来にわたって守り・育む仕組
みづくりに取り組みます。

２ 主な事業１ 取組内容

博物館関係資料活用・学習支援事業

博物館関係資料収集等事業

松橋収蔵庫保存環境改修整備事業

松橋収蔵庫サテライト事業

百年の礎を築く

文化企画課

３ 平成24年度の主な成果担当課

・事業参加者数の目標値の達成に向け、収集
資料を活用した松橋収蔵庫での企画展示、県
民交流館パレアアクシア等での移動展示、本
県の自然や文化について学ぶ各種講座、学校
等への移動体験教室や講師派遣、自然観察会
などの学習支援事業を充実させる必要があ
る。

・松橋収蔵庫を拠点施設として、収集資料を活用した松
橋収蔵庫での展示、本県の自然や文化について学ぶ各種
講座、学校等での移動展示や移動体験教室及び自然観察
会等の学習支援事業を実施したことにより、参加者数が
増加し、H24年度の目標(12,500人)を達成した。

・松橋収蔵庫保存環境改善調査を実施したことにより、
資料収蔵環境における改善すべき点が判明した。文化企画課

文化企画課

文化企画課

・県全域を活動のフィールドとしてとらえ
た県民参加の博物館活動を積極的に展開
し、松橋収蔵庫全事業における参加者数を
H27年度までに２万人とする（Ｈ23年
度：１万人）。

・熊本市立熊本博物館におけるサテライト
事業、県民交流館パレアにおける展示など
松橋収蔵庫以外での展示の充実を図る。

・保存環境改善調査の結果を受けて改修整備を実施することに
より、資料の保存環境の改善と収蔵スペースの増加を達成す
る。また、収蔵環境を改善することにより、収蔵資料を活用し
たフィールドミュージアム事業の充実につなげる。

・松橋収蔵庫サテライト事業に取り組むことにより、H26年秋
にリニューアルオープン予定の熊本市立熊本博物館内に松橋収
蔵庫の資料を活用した展示を行うための設計と展示制作を進め
る。また、この事業を通じて、H26年度以降の松橋収蔵庫事業
への参加者数の増加にもつなげる。

戦 略

【戦略12】悠久の宝の継承
～熊本の宝を磨き上げ、引き継いでいきます～

主な施策
◆県民と共有する
～地域の宝の共有と将来へわたって守り・育む仕組みづくり～

①くまもとの歴史・文化の磨き上げ、継承

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

ふるさとの食継承・活用推進事業

文化企画課

くまもとブラ
ンド推進課

くまもとブラ
ンド推進課

文化課高等学校芸術文化振興事業

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表60）

【施策番号Ⅳ－12－②－１】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

12,132

3,393

21,553

11,064

8,665

9,228

1,179

545

1,913

1,248

担当課

②くまもとの自然・景観の保全・継承

３ 平成24年度の主な成果

・水の国くまもとシンポジウム（34０人参加）の開催、
新聞・タウン誌等での広報（２回）などの取組みを行
い、県民の「水の国くまもと」に対する認知度を高め
た。

・H24年10月に改正地下水保全条例が全面施行となり
許可制等がスタート。地下水保全対策の強化が図られ
た。

・熊本地域の地下水保全対策の推進主体としてH24年4
月に公益財団法人くまもと地下水財団が実働開始。財団
が実施する水田湛水事業について、白川中流域水田湛水
事業に新たな企業が参画し、益城町で新たな水田湛水事
業へ着手するなど、地下水涵養の取組みが進んだ。

・市町村、農業関係者等と連携・協働し、硝酸性窒素削
減対策の取組みを継続した。

環境立県推
進課

環境立県推
進課

環境立県推
進課

環境立県推
進課

環境立県推
進課

１ 取組内容

・ 県民生活と地域経済の共通
の基盤である地下水を「公共
水」として水質・水量ともに守り
抜くとともに、熊本が誇る水辺
の景観を整備するなど、新たな
魅力づくりに取り組み、全国に
発信するなど「水の国くまもと」
が実感できる取組みを進めま
す。

２ 主な事業

「水の国くまもと」推進事業

地下水保全条例円滑施行事業

水環境教育推進事業

公益財団法人くまもと地下水財団支
援事業

熊本地域地下水保全協働推進事業

主な施策のまとめ

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略12】悠久の宝の継承
～熊本の宝を磨き上げ、引き継いでいきます～

主な施策
◆地下水を守り抜く
～地下水保全対策と「水の国くまもと」の実感できる取組みの推進～

・水の国サミットの開催、「水の国くまもと」の戦略的広報展
開（水の国シンボルマークの作成等）の推進など、発信面の取
組みを強化する。

・行政機関による地下水採取許可申請の働きかけ、各地域での
許可手続等に関する個別相談会の実施などにより、制度の浸透
を図る。

・くまもと地下水財団の運営に対する人的・財政的支援、財団
の諮問機関くまもと地下水会議の運営支援により、熊本地域の
地下水保全対策を推進する。

・熊本地域地下水総合保全管理計画・第１期行動計画の進捗状
況を踏まえ、関係市町村・くまもと地下水財団等と第２期行動
計画（H26年度～H30年度）を策定する。

・熊本地域における県の硝酸性窒素削減計画の中間的なとりま
とめ、評価を行うとともに、取組みを継続する。

・地下水保全の取組みの一層の推進に向け
て、地下水は公共水であること、熊本は豊富
な水資源に恵まれた水の国であることを広く
県内外に発信するなどし、「水の国くまも
と」の認知度を高めることが必要である。

・改正熊本県地下水保全条例の経過措置期間
（３年）内にすべての既採取者が許可を受
け、地下水涵養対策や節水等が取り組まれる
ように制度の周知徹底を図っていく必要があ
る。

・地下水涵養量の維持・増大に向けた涵養域
の保全が必要である。

・くまもと地下水財団の事業拡充を図るた
め、更なる会員の確保が必要である。

・硝酸性窒素による地下水汚染への対策に取
り組んでいるものの、地下水質に明確な改善
傾向は見られていないため、継続した取組み
が必要である。

・熊本県地下水保全条例等に基づき、大規
模開発行為者に地下水涵養への配慮を求め
るとともに、大口の地下水採取者に採取量
に応じた地下水涵養対策を義務づけ、地下
水涵養量を確保する。

・市町村、農業関係者等と連携、協働し
て、硝酸性窒素の削減に継続して取り組
む。

●水の国くまもとシンポジウム（34０人参加）の開催、
新聞・タウン誌等での広報（２回）などの取組みを行
い、県民の「水の国くまもと」に対する認知度が向上。

●H24年10月に改正地下水保全条例が全面施行となり
許可制等がスタート。地下水保全対策の強化が進展。

●水の国サミットの開催、「水の国くまもと」の戦略的広報展
開（水の国シンボルマークの作成等）の推進など、発信面の取
組みを強化。

●行政機関による地下水採取許可申請の働きかけ、各地域での
許可手続等に関する個別相談会の実施などにより、制度を浸
透。

●熊本は豊富な水資源に恵まれた水の国であ
ることを広く県内外に発信するなどし、「水
の国くまもと」の認知度を向上。

●すべての既採取者が許可を受け、地下水涵
養対策や節水等が取り組まれるように制度の
周知を徹底。

●地下水涵養量の維持・増大に向けた涵養域
の保全。

●熊本県地下水保全条例等に基づき、大規
模開発行為者に地下水涵養への配慮を求め
るとともに、大口の地下水採取者に採取量
に応じた地下水涵養対策を義務づけ、地下
水涵養量を確保。

上段：H25事業
下段：H24事業

66



（施策評価表61）

【施策番号Ⅳ－12－②－２】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

- -

地域振興課 12,300

地域振興課 11,264

- -

46,740

46,419

3,815

2,137

22,703

-

-

23,063

-

468

阿蘇採石場終掘基礎調査事業

屋外広告物対策推進事業のうち違
反広告物等調査事業

市町村景観計画策定支援等事業の
うち景観形成トップセミナー

・様々な主体の参画により草原の維持管理
体制が強化され、草原が保全されるよう
に、H27年度までに活動の中心となる阿蘇
グリーンストックが育成・派遣するボラン
ティアの参加者が3,137人となるよう取り
組んでいく。

・草原再生について、市民や企業の理解が
深まり、多種多様なイベントやCSR活動が
展開され、継続的な草原保全・再生の取組
みが支えられているとともに、阿蘇地域全
体の活性化にも貢献するよう取り組んでい
く。

・地域の実情に応じた熊本型放牧の取組を
進めていく。

●阿蘇グリーンストックの安全装備品整備への緊急支援
（補助）を行い、ボランティア活動の安全対策を強化
し、活動再開に道筋。

●H28年末の終掘が実現できるよう、阿蘇採石場の終掘
に関する地元説明会の実施、環境省を始めとする関係機
関との協議に着手。

●違反広告物に対する是正指導の実施で、違反件数が約
20%減少。

●草原の維持管理を継続し、草原景観を守るため、阿蘇グリー
ンストックの取組みを引き続き支援するとともに、維持管理の
難易度に応じた新たな支え手を拡充。

●世界農業遺産認定を活用した具体的な地域振興策の推進。

●阿蘇採石場の防災面での検討に必要な調査を実施。

●違反広告物等調査事業の結果に基づき、県下一斉指導を実施
し、違反広告物や未申請・更新漏れ広告物への是正指導を徹底
と関係市町村の景観行政団体への移行を支援。

●H24年度の野焼き中の死亡事故を教訓
に、ボランティアの安全確保に引き続き留意
した再発防止。

●阿蘇採石場について、地元と二業者の合意
に基づくH28年末の終掘実現に向けた関係
者間で統一した基本合意の形成。

●阿蘇の草原や景観保全の機運醸成につなが
るような計画等の策定や、地元地区の土砂災
害に対する不安解消を図るための防災対策の
検討。

●活動の中心となる阿蘇グリーンストック
が育成・派遣するボランティアの参加者が
3,137人となるよう活動を展開。

●地元と二業者の合意に基づく、H28年末
までの阿蘇採石場の終掘を実現させる。

●阿蘇地域の景観行政の担い手である管内
市町村がすべて景観行政団体に移行するよ
う支援。

・草原の維持管理を継続し、草原景観を守るため、阿蘇グリー
ンストックの取組みを引き続き支援するとともに、維持管理の
難易度に応じた新たな支え手の拡充に取り組む。

・水害からの阿蘇の復興と草原再生を広くPRするため、先導
的・実証的事業として放棄地の野焼き再開を支援する。

・阿蘇地域のあか牛の維持・拡大を図るため、放牧条件の整備
や繁殖雌牛導入を行う。

・H25年度に世界農業遺産の認定を受けたため、認定を活用し
た具体的な地域振興策（シンポジウム等の周知啓発活動や農産
物のブランド化）を進める。

・H24年度の野焼き中の死亡事故を教訓
に、ボランティアの安全確保に引き続き留意
し、再発防止に努める必要がある。

・策定予定の「あそ草原再生ビジョン」に基
づき、地元市町村や関係団体等と緊密に連携
しながら効果的な取組みを進めていく必要が
ある。

・阿蘇草原再生千年委員会等と連携し、草原
の保全・再生に向けた機運を更に高めていく
必要がある。

・H25年の広域大水害により、阿蘇地域の
草地は大きな打撃を受けているため、関連事
業を引き続き活用しながら阿蘇草原を再生し
ていく必要がある。

◆阿蘇の草原・景観を引き継ぐ
～阿蘇の草原と景観の保全・継承～

２ 主な事業

②くまもとの自然・景観の保全・継承

３ 平成24年度の主な成果

主な施策のまとめ

・地元と二業者の合意に基づく、H28年末
までの阿蘇採石場の終掘を実現させる。

・阿蘇地域の景観行政の担い手である管内
市町村が全て景観行政団体に移行するよう
に取り組んでいく。

・阿蘇採石場について、地元と二業者の合意
に基づくH28年末の終掘が実現できるよう
に、環境省、県、阿蘇市、二業者及び地元地
区間で統一した基本合意を形成する必要があ
る。

・阿蘇の草原や景観保全の機運醸成につなが
るような計画等の策定や、地元地区の土砂災
害に対する不安解消を図るための防災対策を
検討していく必要がある。

・空き屋等対策について、市町村の景観行政
の主たる担い手であるという認識を高めてい
く必要がある。

・阿蘇採石場の終掘に関する地元説明会の実施、環境省を始め
とする関係機関との協議を継続する。

・阿蘇採石場の防災面での検討に必要な調査を実施する。

・違反広告物等調査事業の結果に基づき、県下一斉指導を実施
し、違反広告物や未申請・更新漏れ広告物への是正指導を徹底
する。

・関係市町村の景観行政団体への移行を支援する。

・H28年末の終掘が実現できるよう、阿蘇採石場の終掘
に関する地元説明会の実施、環境省を始めとする関係機
関との協議を行った。

・違反広告物に対する是正指導を実施したことにより、
違反件数が約20%減少。また、違反広告物の件数及び態
様等の調査により、違反広告物対策の強化が図られた。

・沿道景観対策のうち、空き屋等対策について、関係市
町村の一つである南阿蘇村との連携により該当物件の状
況把握を行い、所有関係者に空き屋の解消についての理
解が得られた。
・トップセミナーを兼ねた景観シンポジウムを開催した
ことにより、景観行政に対する意識の醸成が図られた。

産業支援課

都市計画課

都市計画課

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

１ 取組内容 担当課

【戦略12】悠久の宝の継承
～熊本の宝を磨き上げ、引き継いでいきます～

主な施策

・ 日本を代表する観光地であ
り、世界遺産登録をめざす阿
蘇において、違反広告物や放
置された空き屋の解消を図ると
ともに、国立公園の特別地域
内にある採石場の早期終掘に
向けて、国、県、市、関係者が
連携して取り組みます。

・阿蘇グリーンストックの安全装備品整備への緊急支援
（補助）を行い、ボランティア活動の安全対策を強化
し、活動再開に導いた。

・阿蘇郡市と連携して「あそ千年祭」を開催し、阿蘇の
災害からの復興と草原再生の機運醸成に寄与した。

・今後の阿蘇草原再生に関する県の取組みの方向を整理
するため、地元市町村や牧野組合等へのヒアリング調査
等を実施し、阿蘇草原をとりまく現況や課題等を把握し
た。

・阿蘇地域の放牧条件整備を進めた結果、牧柵が
21.7km整備され、あか牛の放牧頭数が増加した。

・H24.9月に「阿蘇地域世界農業遺産推進協議会」を設
立し、世界農業遺産の申請書の提出・FAOによる現地視
察の受け入れを行った。

-

阿蘇草原維持再生事業

阿蘇草原再生事業

阿蘇あか牛草原再生事業 畜産課

農林水産政
策課

-

・ 阿蘇の草原を将来に継承す
るため、地元やボランティアに
よる野焼きなどを積極的に支
援するとともに、あか牛の放牧
を畜産振興、観光振興の視点
から支援します。

阿蘇世界農業遺産推進事業

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表62）

【施策番号Ⅳ－12－②－３】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

744,911

596,544

9,700

935

むらづくり課 45,806

21,635

15,344

●景観団体となる市町村の景観農振計画策定
の推進。また、計画の策定のための住民のコ
ンセンサスの確保。

●新幹線沿線以外の国・県道沿線等の県内各
地での景観づくりの展開。主な施策のまとめ

・新幹線沿線以外の国・県道沿線等の県内各
地で広く景観づくりを展開する必要がある。

・100ha以上の面積でイエロープロジェクトを実施する予定で
あり、遊休農地の解消を図るとともに、新幹線沿線、国・県道
沿線等を中心に美しい景観づくりを促す。

・農業委員会、農家組合、住民組織等７団体が「みんな
で取り組む耕作放棄地活用事業（イエロープロジェク
ト）」を実施。110haの面積で菜の花・レンゲを作付け
し、累計で実施団体44団体、実施面積386haとなり、
景観づくりの活動が広がった。

・H22年度の九州新幹線全線開通に合わせた地域のおも
てなしとして新幹線駅周辺の景観づくりが始められた
後、菜の花にまつわるイベント開催など景観づくりを通
じた地域おこしの取組みが行われている。

農地・水保全管理支払事業

美しい農村景観保全活用事業

・山都町や阿蘇郡市、球磨村等で景観農振
計画を策定する中で、熊本の将来に残すべ
き美しい農村景観を保全を進める。

・くまもと里モンプロジェクトによる美し
い景観づくり活動を全県的に展開してい
く。

●山鹿市番所地区において、県内で初めて景観農業振興
地域整備計画（｢景観農振計画｣）を策定。

●農業委員会、農家組合、住民組織等７団体が「みんな
で取り組む耕作放棄地活用事業（イエロープロジェク
ト）」を実施。110haの面積で菜の花・レンゲを作付け
し、累計で実施団体44団体、実施面積386haとなり、
景観づくりの活動が進展。

●今年度スタートする「くまもと里モンプロジェクト」におい
て、美しい景観の保全と活用に関する施策を全県的に推進。
●山都町や阿蘇郡市における景観農振計画の策定を支援。ま
た、山鹿市番所地区について、集落内の案内板や水飲み場の設
置を支援。
●100ha以上の面積でイエロープロジェクトを実施し、遊休農
地の解消とともに、新幹線沿線、国・県道沿線等を中心に美し
い景観づくりを促進。

●「くまもと里モンプロジェクト」におい
て、美しい景観の保全と活用を継続的に推
進。
●山都町や阿蘇郡市、球磨村等で景観農振
計画を策定し、熊本の将来に残すべき美し
い農村景観の保全を促進。
●美しい景観づくりに向け、イエロープロ
ジェクトの実施団体数が100～110団
体、実施面積が700haとなるよう事業を
展開。

・菜の花、レンゲ等による美しい景観づく
りに向け、H27年度までに次の目標が達成
できるよう取り組んでいく。
①実施団体数：100～110団体

（H23：37団体）
②実施面積：700ha

（H23：257ha）

・今年度スタートする「くまもと里モンプロジェクト」におい
て、美しい景観の保全と活用に関する施策を全県的に推進。

・山都町や阿蘇郡市において景観農振計画を策定する予定であ
り、美しい農村景観保全活用事業で計画の策定を支援してい
く。また、山鹿市番所地区について、集落内の案内板や水飲み
場の設置に対する支援も行う。

・「くまもと美しい農村景観保全活用連絡会議」を中心に、各
部局間の連携を図りながら、美しい農村景観の保全に取り組む
市町村等を支援する。

・景観農振計画は、市町村が景観団体となっ
て策定する必要がある。また、計画の策定に
は住民のコンセンサスが必要であり、相当の
時間とマンパワーが必要である（阿蘇郡市や
球磨村等では、まだ景観計画が策定されてい
ない）。

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略12】悠久の宝の継承
～熊本の宝を磨き上げ、引き継いでいきます～

主な施策
◆素晴らしい景観を守る
～素晴らしい景観の保全と活用～

②くまもとの自然・景観の保全・継承

・ 県内の新幹線や幹線道路
沿線において菜の花やレンゲ
の風景を楽しめるよう、「イエ
ロープロジェクト」を県民運動と
して展開します。

・山鹿市番所地区において、県内では初めて景観農業振
興地域整備計画（「景観農振計画」）を策定し、景観保
全の方向性を示すことが出来た。

・県庁内に「くまもと美しい農村景観保全活用連絡会
議」を設置し、各部局間の連携を図りながら、美しい農
村景観の保全に取り組む市町村等を支援する体制を整備
した。

みどりの田園文化圏創造推進事業

みんなで取り組む耕作放棄地活用
事業うちイエロープロジェクト

農地・農業
振興課

１ 取組内容 ３ 平成24年度の主な成果

・ 「菅迫田(すげさこだ)の棚田
（山都町）」や「番所(ばんしょ)の
棚田（山鹿市）」、「一勝地(いっ
しょうち)の梨畑（球磨村）」など
の美しい農村景観を、後世に
残すべき宝として保全・活用す
るため、支援制度を創設し、民
間と行政が一体となって取り組
みます。

２ 主な事業 担当課

むらづくり課

むらづくり課

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表63）

【施策番号Ⅳ－13－①－１】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

330,000

29,360

監理課 59,180

(都市計画課) -

107,000

4,141

118,000

-

監理課 45,000

(港湾課) 4,000

主な施策のまとめ

・H24年度から取り組んでいる事業を着実に実施するととも
に、①河川において親水護岸や散策路、公園等の整備（環境再
生）、②市街地や港周辺において街路灯、植栽等の景観整備の
実施（街並みの景観向上・緑の増加）、③沿道において防草対
策や防護柵改善（沿道景観の向上）等の各種事業に取り組む。

・環境活動を実践する機会とするとともに、
事業効果を継続的に発現させるため、地元自
治体、住民等との連携を進める必要がある。

・熊本らしい美しい景観等を維持していくた
めの管理費が増嵩しない工夫が必要である。

・地元自治体、住民等と連携し、着実に事
業を実施することで、公共施設と、川や
海、山や田畑などの自然が調和すること
で、熊本らしい美しい景観と豊かな自然を
身近に感じ、「住んで良かった」、「訪れ
て良かった」と実感できる環境を整備し、
新たな地域の魅力向上を図る。

●環境再生や街並みの景観向上、緑化等につながるよう
河川の環境再生及び景観向上事業、国道沿線及び港湾周
辺景観改善事業等に着手し、調査設計等を実施。

●より地元に望まれる事業の実施や整備後の維持管理体
制の構築につながるよう調査設計等の段階から関係市町
村や地元の方々と協議を実施。

●①河川：親水護岸や散策路、公園等の整備（環境再生）、②
市街地や港周辺：街路灯、植栽等の景観整備の実施（街並みの
景観向上・緑の増加）、③沿道：防草対策や防護柵改善（沿道
景観の向上）等の各種事業を実施。

●熊本らしい美しい景観等の維持に当たって
管理費が増嵩しない工夫。

●公共施設と、川や海、山や田畑などの自
然が調和することで、熊本らしい美しい景
観と豊かな自然を身近に感じ、「住んで良
かった」、「訪れて良かった」と実感でき
る環境を整備し、新たな地域の魅力を向
上。

・「本県の豊かな自然環境を守ること」を基本理念と
し、県民が住みよい環境を将来の世代に引き継いでいく
ため、環境再生や街並みの景観向上、緑化等につながる
事業を実施した。

・具体的には、花原川(阿蘇市）の河川内公園等の整備に
よる河川の環境再生及び景観向上事業、天草五橋沿道の
植樹帯の改善等の国道沿線改善事業、三角港の緑化等の
港湾周辺景観改善事業等に着手し、調査設計等に取り組
んだ。

・また、より地元の方々に望まれる事業実施や整備後の
維持管理体制の構築につながるよう調査設計等の段階か
ら関係市町村や地元の方々と協議を行った。

監理課
(港湾課)

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略13】環境を豊かに
～環境意識と行動を高めていきます～

主な施策
◆みどりの創造プロジェクトを進める
～「みどりの創造プロジェクト」による新たな景観向上～

①生活と自然との共生

３ 平成24年度の主な成果

単県港湾環境整備事業

・ 公共事業の１％程度を、ビ
オトープなどの環境再生や、街
並みの景観向上や緑の増加に
活用する、「みどりの創造プロ
ジェクト（仮称）」を進めます。

重要港湾改修事業

沿道景観緑化推進事業

取組みの
方向性

担当課

監理課
(道路保全課)

監理課
(河川課)

単県沿道環境整備事業

単県河川環境整備事業

２ 主な事業１ 取組内容
上段：H25事業
下段：H24事業

69



（施策評価表64）

【施策番号Ⅳ－13－①－２】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

782

594

1,041

505

3,551

2,836

24,846

17,091

1,479,870

2,259,663

318,000

284,586

114,545

120,795

2,233,636

3,450,924

505,657

251,211

143,978

134,242

2,214

2,214

45,000

45,000

450,300

551,532
水産環境整備事業

担当課

環境保全課

環境保全課

森を育てる間伐材利用推進事業

流域下水道事業

森林整備課

森林整備課

①生活と自然との共生

３ 平成24年度の主な成果

・市町村・NPO等とも連携して実施している川と海の清
掃活動、「くまもと・みんなの川と海づくりデー」に
47,822人が参加した。

・H20年4月に事業場の排水規制を強化した県条例に基
づき、H24年度は、排水規制の対象となる延べ350事業
場に立入検査を実施。基準不適合となった７事業場に改
善指導を行った。

・水質の監視測定を行い、環境基準の達成状況を把握し
た。

・森林環境保全整備事業により、植林750ha、下刈り
3,504ha、間伐等3,269haの森林整備が進んだ。ま
た、針広混交林化促進事業により、932haの強度間伐を
実施し、多様な森林整備を造成した。

・森を育てる間伐材利用推進事業により、間伐材の搬出
を支援し、間伐の推進（2,260ha、61,121㎥）に繋
がった。

・1,682基の浄化槽設備（個人設置型）の整備が進ん
だ。

・H24年度末の汚水処理人口普及率は速報値で約
82％。

・有明4県クリーンアップ作戦では、漁業者を中心に
5,500人が参加し、２トントラック365台分のゴミを回
収した。また、海底清掃を実施し、海底から1.3トンのゴ
ミを除去した。

・県内2か所（荒尾市沖、宇土市沖）の水深20ｍ前後の
海底の耕うんを行い、耕うん前後での生物量や底質の変
化を調査した。

・有明海、八代海の漁場整備として、覆砂（58ha）や
耕うんを実施し、アサリ等の資源回復を図った。

下水環境課

針広混交林化促進事業

環境立県推
進課

環境立県推
進課

下水環境課

１ 取組内容

・ 有明海、八代海の再生のた
め、森林の整備・保全、生活排
水対策、海域環境の保全な
ど、国や市町村、ＮＰＯなどとも
連携した川上から川下にかけ
た一貫した対策を強化します。

２ 主な事業

浄化槽整備事業等

集落排水事業

有明海・八代海再生推進連携事業

有明海・八代海再生活動促進事業

水質汚濁規制費

水質環境監視事業

森林環境保全整備事業

主な施策のまとめ

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略13】環境を豊かに
～環境意識と行動を高めていきます～

主な施策
◆有明海・八代海を再生する
～有明海・八代海の再生に向けた取組みの強化～

・NPO等とも連携した協働発表会の開催や出前講座を実施し、
県民に対し地域の現状や再生についての啓発活動を行う。

・事業場の排水規制について立入検査を引き続き行い、必要な
改善指導を行う。

・環境基準の達成状況を引き続き把握していく。

・森林環境保全整備事業及び針広混交林化促進事業等により、
植林、下刈り、間伐等の森林整備を推進していく。

・閉鎖性水域である有明海･八代海における水質浄化を図るた
め、「くまもと生活排水処理構想2011」（Ｈ23～32年度）
に基づく下水道や集落排水、浄化槽などの整備を積極的に進め
る。

・下水道等への接続を促進するための緊急的措置として、生活
排水適正処理重点事業を新設。Ｈ25年度から３年間を重点期間
と定め、接続率が80%未満の17市町村を対象に、市町村が県
民への助成制度を新設・拡充する場合にその額の1/2を補助す
る。

・地域の元気基金を活用し、「生活排水処理施設整備事業」を
新設。H26年度までの２年間で、生活雑排水を未処理のまま放
流する県有施設36施設に合併浄化槽を整備する。

・8月下旬に有明4県クリーンアップ作戦を実施するほか、7月
には海底清掃を実施した。

・県内2か所（長洲町沖、熊本市沖）の水深20ｍ前後の海底の
耕うんを行い、耕うん前後での生物量や底質の変化を調査す
る。

・有明海、八代海の漁場整備として、覆砂や耕うんを実施しア
サリ等の資源回復を図る。

・日本一閉鎖性が高い有明海及び八代海は、
海水の入れ替わりが悪く、生活排水等による
陸域からの影響を受けやすいため、水質の富
栄養化や底質の泥化、有機物の堆積など海域
の環境が悪化しやすく、近年、漁獲量の低迷
や赤潮が発生するなどの状況が続いているこ
とから、これらの対応を進める必要がある。

・県民の多様なニーズを踏まえ、森林の持つ
公益的機能の発揮するため、多様な森林の整
備を進める必要がある。
・間伐の目標値の達成に向け、森林施業の低
コスト化を推進し、森林所有者の負担軽減を
図ることが必要である。

・「くまもと生活排水処理構想2011」に基
づき、H27年度までに汚水処理人口普及率
を約85%に向上させるとともに、有明海・
八代海の水質向上のために、下水道で雨水と
汚水に分ける分流化も含めた合流改善を行
い、環境基準達成率を94%まで向上させ
る。
・整備ストックの確保が進んできたため、下
水道等への接続率の向上、個人管理の浄化槽
の維持管理の徹底など、「量から質への転
換」も必要である。

・人口減少や少子高齢化、地方自治体の財政
状況悪化などから、生活排水処理対策が集合
処理施設から個別処理施設に移行する傾向に
あるため、浄化槽の保守点検、清掃、法定検
査が適切にできるような維持管理体制の構築
が必要である。

・クリーンアップ作戦では、より多くの住民
の参加を得ることにより、海域環境保全の機
運を高めることが必要である。
・より効果的な海底耕うん方法を把握するた
めに、耕うん方法や解析方法に改良を加え、
その効果について検証する必要がある。
・より効果の高い覆砂材や覆砂に替わる漁場
造成方法の探索が必要である。

・「有明海・八代海再生協働発表会」、
「出前講座」及び「くまもと・みんなの川
と海づくりデー」の参加者を増加させる。

・水質の監視測定を継続して実施する。

・適正な森林管理の推進により多様で健全
な森林の育成を図る。間伐実施面積を
14,500ha／年とする。

・「くまもと生活排水処理構想2011」に
基づき、H27年度までに汚水処理人口普及
率を約85%に向上させるとともに、有明
海・八代海の水質向上のために下水道で雨
水と汚水に分ける分流化も含めた合流改善
を行い、環境基準達成率を94%まで向上
させる。

・東日本大震災の被害を教訓に、県の下水
道BCP（業務継続計画）を完成させ、市町
村と連携した災害時下水道対応計画を準備
するとともに、耐震化を含めた下水道施設
の長寿命化計画の策定と改築更新を推進す
る。

・下水道等への接続率や浄化槽の法定点検
受検率の向上、下水道未利用エネルギーの
有効活用等を推進する。

・より多くの漁業者や地域住民、関係団体
の参加の下、クリーンアップ作戦を継続す
る。

・海底耕うんについては、平成26年度ま
で、調査を継続して実施し、これまでの結
果も踏まえて解析を行うことで、効果的な
方法を検証する。

・漁場生産力向上のための漁場造成によ
り、漁業生産量の維持・増大を図る。

●「くまもと・みんなの川と海づくりデー」に47,822
人が参加。
●排水規制の対象となるのべ350事業場に立入検査を実
施し、基準不適合となった７事業場に改善指導。
●1,682基の浄化槽設備（個人設置型）を整備。
●有明4県クリーンアップ作戦に、5,500人余りが参
加。
●有明海の4ｋ㎡(2か所)で海底耕うんを実施。

●下水道等への接続を促進するための緊急的措置として、生活
排水適正処理重点事業を新設。Ｈ25年度から３年間を重点期間
と定め、接続率が80%未満の17市町村を対象に、市町村が県
民への助成制度を新設・拡充する場合にその額の1/2を補助。
●7月に海底清掃、8月下旬に有明4県クリーンアップ作戦を実
施。
●有明海・八代海の漁場整備等を継続実施。

●全国平均より低い汚水処理人口普及率と汚
水適正処理率の向上。

●効果が高い漁場造成方法の探索。

●「くまもと生活排水処理構想2011」に
基づき、汚水処理人口普及率を約85%に
向上。
●有明海・八代海の水質向上のために、下
水道で雨水と汚水に分ける分流化も含めた
合流改善を行い、環境基準達成率を94%
まで向上。
●水産資源の維持・増大。

林業振興課

下水環境課

漁港漁場整
備課

水域環境クリーンアップ事業 水産振興課

有明海再生・技術開発事業（うち、有
明海特産魚介類生息環境調査）

水産振興課

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表65）

【施策番号Ⅳ－13－①－３】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

43,603

6,603

水銀条約外交会議支援事業

取組みの
方向性

１ 取組内容

・ 水俣病の歴史や教訓を踏ま
え、再生に取り組む水俣を世界
に向けて発信していくため、「水
銀に関する条約の外交会議」
の招致について、国・水俣市と
連携して取り組みます。

●水銀条約外交会議の開催後も、各国の政
府・自治体関係者、研究者等多くの方々が
水俣を訪れ、水俣病の教訓や再生に取り組
む水俣の姿を現地で学ぶようにするため、
水俣病に関する適切な情報発信を継続。

３ 平成24年度の主な成果 ６ 今後の方向性

・外交会議の開催後も、各国の政府・自治
体関係者、研究者等多くの方々が水俣を訪
れ、水俣病の教訓や再生に取り組む水俣の
姿を現地で学べるようにするため、水俣病
に関する適切な情報発信を継続していく。

・「水銀条約外交会議熊本県推進協議会」を主体として、外交
会議の円滑な運営のため開催地として必要な支援を行うととも
に、水俣病問題や、水俣・芦北地域の環境復元に向けた取組
み、そして本県が行っている環境への取組み等に関する情報を
国内外に発信する。

・外交会議開催に向けた県民等の機運の醸成を図り、各国から
の参加者をおもてなしの心でお迎えできるよう努める。

・世界140カ国から800人もの政府関係者
やNGO関係者が参加する見込みとなる、本
県でこれまで経験したことのない大規模な外
交会議であり、様々な場面において周到な準
備・対応が求められることが予想されること
から、関係者の緊密な連携とマンパワーの確
保が必要とされる。

・水俣病に関する情報発信について、関係者
の意見等を丁寧に伺いながら、具体的な内容
の検討と、主催者であるUNEPや環境省との
調整を行う必要がある。

・国際的な水銀汚染防止のための条約について、国連環
境計画（UNEP）を中心に条約採択に向けた国際的な交
渉が進められてきた。県では、本条約の採択・署名のた
めの外交会議を、水俣病の教訓、地域の再生に向けた取
組み等を国内外に発信する機会と捉え、本県への招致を
積極的に働きかけてきた。

・H24年9月に、本会議についてH25年秋頃に熊本市を
主会場とし、水俣市で関連行事の一部を行う方向で国連
環境計画（UNEP）事務局等と調整中であることが国か
ら発表された。これを受けて、11月に関係市町や団体と
連携した地元の推進組織として「水銀条約外交会議熊本
県推進協議会」を設立し、会議の受け入れ準備を本格化
させた。

・H25年1月にジュネーブで開催された政府間交渉委員
会第５回会合（INC5）において、条約名を「水銀に関す
る水俣条約」とすること並びに外交会議を10月に熊本市
及び水俣市で開催することが正式決定された。

●関係市町や団体と連携した推進組織の活動等により、
条約名を「水銀に関する水俣条約」とすること並びに水
銀に関する条約の外交会議が熊本市及び水俣市で開催さ
れることが決定。

●「水銀条約外交会議熊本県推進協議会」を主体として、外交
会議の円滑な運営のため開催地として必要な支援を実施。

●水俣病問題や水俣・芦北地域の環境復元に向けた取組み、本
県の環境への取組み等に関する情報を国内外に発信。

●世界140カ国から800人もの政府関係者
やNGO関係者が参加する、本県でこれまで
経験したことのない大規模な外交会議である
ため、成功に向けた関係者の緊密な連携とマ
ンパワーの確保。

●水俣病に関する情報発信の内容検討。

◆水銀条約締結の外交会議を招く
～水俣の世界への発信と将来世代への継承～

①生活と自然との共生

環境政策課

５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

主な施策のまとめ

水銀条約外交会議招致推進事業

主な施策

担当課２ 主な事業

百年の礎を築く 戦 略

【戦略13】環境を豊かに
～環境意識と行動を高めていきます～

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表66）

【施策番号Ⅳ－13－②－１】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

2,906

2,623

9,252

5,031

4,049

3,707

1,709

1,559

主な施策のまとめ

環境立県推
進課

環境立県推
進課

環境立県推
進課

環境立県推
進課

・学校・家庭に対し、「くまエコ学習帳」
等の活用、各種イベント、表彰、情報発信
等により、効果的な周知啓発を図る。

・事業所に対し、ストップ温暖化県民総ぐ
るみ運動推進会議の会員増を図る。

・バイオマス利活用推進について、バイオ
マス資源の利用率が向上し、バイオマスが
身近なエネルギー資源として、県民・事業
者の日々の生活に位置付けられるよう取組
みを進めていく。

●ストップ温暖化県民総ぐるみ運動推進会議の会員数が
304から345へと増加。

●「くまエコ学習帳」を活用した公開講座（15回）の実
施等により、｢くまもとらしいエコライフ｣の意識づけが
進展。

●県民、企業、団体等をあげて｢くまもとらしいエコライフ｣を
県民運動として展開。

●会員間の連携、情報共有等で組織を活性化することによる、
ストップ温暖化県民総ぐるみ運動推進会議の会員増加。

●「くまもとらしいエコライフ」の理念を県
民生活全体へ広げるための効果的な周知啓
発。

●「くまエコ学習帳」は、学校・家庭におけ
る普及啓発には対応しているが、事業所に関
する要素が十分ではないため、この対応を進
めていくことが必要。

●「くまエコ学習帳」等の活用、各種イベ
ント、表彰、情報発信等による学校・家庭
への効果的な周知啓発。

●事業所に対するストップ温暖化県民総ぐ
るみ運動推進会議への参加勧誘と事業所版
「くまもとらしいエコライフ」の周知。

・省エネ・環境配慮型のライフスタイルである「くまもとらし
いエコライフ」を県民運動として展開することについて、ス
トップ温暖化県民総ぐるみ運動推進会議における合意が図られ
た。

・ストップ温暖化県民総ぐるみ運動推進会議の会員間の連携、
情報共有等による組織の活性化を図るとともに、「アイドリン
グストップ宣言事業所」等関係団体へのさらなる勧誘により会
員増を図り、県民運動の幅広い展開につなげる。

・バイオマス利活用推進として、研究会・アドバイザー派遣・
BDF分析の取組みを継続するとともに、民間事業者によるBDF
製造等の取組みを国の補助制度の活用などにより支援する。

・「くまもとらしいエコライフ」の理念の周
知啓発は緒に就いたばかりであり、県民生活
全体への広がりを見せるためには、今後も効
果的な周知啓発を行う必要がある。

・バイオマス利活用推進について、全県的な
取組みをけん引する、具体的な成功事例を示
していく必要がある。

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略13】環境を豊かに
～環境意識と行動を高めていきます～

主な施策
◆地球温暖化対策・エコ活動を進める
～県民総ぐるみによる地球温暖化対策とエコ活動の更なる推進～

担当課

②県民一人ひとりの環境意識の醸成と環境活動の実践

３ 平成24年度の主な成果

・ストップ温暖化県民総ぐるみ運動推進会議の会員数
が、各種イベントでの案内配布、事業所へのFAX等での
勧誘等により、304から345へと増加し、地球温暖化対
策への意識の広がりが見られた。

・熊本らしく環境配慮を行うかたちを「くまもとらしい
エコライフ」として掲げ、その理念を普及するため、
「くまエコ学習帳」を作成。県内全小学5年生に配布す
るとともに、これを活用した公開講座を実施（15回）す
るなどの普及啓発を行い、身近にできる環境配慮行動に
対する県民の理解が進んだ。

・くまもと環境賞に大賞（隔年実施）及び部門賞（５部
門、毎年実施）を設け、環境活動における功績、先進的
取組みなどを広く県民に紹介することで、県民の環境配
慮活への意識向上につながった。

・「くまもとEco燃料拡大推進研究会」の開催、バイオ
マスアドバイザーの派遣により、バイオマスへの理解の
促進やBDF製造事業者のレベルアップが図られた。

地球温暖化対策推進事業

ストップ温暖化県民総ぐるみ運動推進事業

１ 取組内容

・ 日々の生活や企業活動を熊
本の気候や風土に適し、省エ
ネなど環境に配慮した熊本らし
いライフスタイル・ビジネススタ
イルへと転換するために、地域
や事業所全体での環境配慮行
動となるよう具体的な行動の提
示や普及啓発を行い、県民総
ぐるみでのエコ活動の実践に
つなげます。

２ 主な事業

くまもとらしいエコライフ普及促進事業

環境立県くまもと推進普及啓発事業

バイオマス利活用推進事業

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表67）

【施策番号Ⅳ－13－②－２】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

594

2,934

1,702

1,697

54,654

51,875

4,062

1,479

38,650

33,885

17,500

13,675

528

467

16,119

14,937

主な施策のまとめ

・交通事業者及び環境、教育部局ほか関係機関と連携した公共
交通利用促進のための取組みを推進する。

・環境教育に関する地域資源の活用及びＮＰＯ等との連携・協
働による持続的な環境教育・環境保全活動の取組みの支援を進
める。

・県内各地で森林インストラクターによる「森林自然観察・体
験教室」を開催し、自然の豊かさや森林の大切さを啓発してい
く。

・大津町、山江村に設置している「みどり世紀の森」２箇所に
おいて植林や下刈、間伐等の森林整備活動を行い県民参加の森
づくりを推進する。

・森林ボランティアを行う団体に対して、水とみどりの森づく
り支援事業による活動助成を行い団体の活動を支援する。

・県民への啓発活動として、県立図書館や森づくり応援フェア
等において、パネル展示や体験教室等を実施する。

・企業等の森づくり活動を推進するため、「熊本県地球温暖化
の防止に関する条例」で温室ガス排出量削減目標を達成する補
完的手段として認められている、森づくり活動による森林吸収
量認証の交付を進める。

・子どもたちに、木のぬくもりや香りに親しむことができる環
境を提供することで、木のよさを体感し、県産木材利用の意義
について理解を深めてもらう。

・「学校版環境ISOコンクール」について、児童生徒が数値目
標設定に積極的に関わり、各学校や地域の特色を十分に生かす
取組みを推進する。

・「水俣に学ぶ肥後っ子教室」について、事前・事後の学習を
充実させ、水俣病についての正しい理解を図るとともに、環境
保全や環境問題の解決に意欲的に関わろうとする態度や能力を
育成する。

環境立県推
進課

森林保全課

林業振興課

義務教育課

交通政策課

環境立県推
進課

●環境センターの来館者数は32,151人。出前講座を74
回実施し、5,033人が受講。

●「有明海･八代海の再生」等をテーマとした出前講座を
実施し、41校、1,782人が受講。

●「水俣に学ぶ肥後っ子教室」に取り組んだ結果、学習
成果を地域に発信している学校の割合が、H23年度の
89%からH24年度は92%と増加。

●環境教育に関する地域資源の活用及びＮＰＯ等との連携・協
働による持続的な環境教育・環境保全活動の取組みの支援を推
進。

●県内各地で森林インストラクターによる「森林自然観察・体
験教室」を開催し、自然の豊かさや森林の大切さを啓発。

●企業等の森づくり活動を推進するため、森づくり活動による
森林吸収量認証の交付を推進。

●環境センターでの環境教育の充実と、
NPO等の民間団体との協働による地域に即
した環境教育の推進。

●森林ボランティアや漁民等、多様な主体の
参加と連携による森づくり等の推進と、県民
参加による森づくり気運の醸成。

●H24年度からH27年度までの環境セン
ターの来館者数及び出前講座の受講者数が
164,000人となるよう取組みを実施。

●森林ボランティアの参加者数が6,400人
となるよう取組みを実施。

◆環境教育を進める
～一人ひとりの行動につながる環境教育の強化～

②県民一人ひとりの環境意識の醸成と環境活動の実践

３ 平成24年度の主な成果

・過度な自家用車の使用から公共交通機関へ
の転換を促し、県民一人ひとりの行動に結び
つく環境への取組みを推進するためには、行
政と関係機関の連携を図ることが必要であ
る。

・環境センターを中心とした教育現場におけ
る環境教育の充実はもとより、NPO等の民
間団体との協働により、地域に即した環境教
育を推進する必要がある。

・森林ボランティアや漁民等、多様な主体の
参加と連携による森づくり等を推進し、県民
参加による森づくり気運の醸成を図ることが
必要である。

・子どもから大人までが木のぬくもりに接
し、森林に親しむことにより、木の文化や森
林・地球環境等に対する興味・理解の醸成を
図る取り組みとして、木材の利用への理解を
通じた人間形成をめざす「木育」を推進する
必要がある。

・「学校版環境ISOコンクール」は、学校と
地域、関係機関との連携の強化を図る必要が
ある。また、学校間格差を解消する必要があ
る。

・「水俣に学ぶ肥後っ子教室」について、継
続的かつ計画的な指導を進めていく必要があ
る。

・公共交通機関を利用した校外学習等への支援、自家用
車からの転換を図るエコ通勤実証実験、公共交通利用促
進を目的としたホームページ「くまもとよか交通Net」
による情報発信を行い、一人一人の自発的な行動に結び
つく取組みを推進した。

・環境センターに32,151人が来館した。また、出前講
座を74回実施し、5,033人が受講し、環境保全に関する
理解を深めることができた。
・「有明海･八代海の再生」等をテーマとした県職員等の
派遣による出前講座を実施し、41校、1,782人が受講し
たことから、同海域の重要性について理解が広がった。

・県・NPO等民間団体・教育関係者が連携・協働して環
境教育フォーラムを開催（約200名参加）したことによ
り、各環境教育実施主体間のネットワーク形成につな
がった。

・県内各地で「森林自然観察・体験教室」を開催し、11
回356人の参加を得ることができた。

・大津町、山江村に設置している「みどり世紀の森」
で、県民参加の森づくりとして植林や下刈、間伐等に取
組み、354人が参加した。

・森林ボランティアを行っている23団体と、県民からア
イデアの提案があった19団体に対して活動助成を支援
し、県民主体の水と森づくりを推進することができた。

・県立図書館や森づくり応援フェア等において、パネル
展示や体験教室を行い普及啓発が図られた。

・森づくり活動による森林吸収量認証について、企業・
団体等の14者に認証書を交付し、229.8t-CO2/年の効

果が図られた。

・幼稚園、保育園等に対して県産木材で作った木製遊具
の貸出（25施設）、木を使ったものづくり体験イベント
の開催（４回）、社会教育主事等を対象にした木育イン
ストラクター養成講座の開催（２回）等により、子ども
たちに、木の良さを体感する場を提供することができ
た。

・木育に関する副読本を県下の小５、中１全員に配布
し、木の良さや木材利用の意義についての理解を深める
ことができた。

・「学校版環境ISOコンクール」に取り組んだ結果、各
学校において、家庭や地域へ取組を広げている学校の割
合が、H23年度77%から、H24年度82%と増加した。

・「水俣に学ぶ肥後っ子教室」に取り組んだ結果、学習
成果を地域に発信している学校の割合が、H23年度の
89%からH24年度は92%と増加した。

義務教育課

百年の礎を築く 戦 略

【戦略13】環境を豊かに
～環境意識と行動を高めていきます～

主な施策

くまもとの木と親しむ環境推進事業

環境教育推進事業

地域環境教育促進事業

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

・公共交通利用者数の減少に歯止めをか
け、将来にわたる公共交通の維持・確保を
図る。

・H24年度からH27年度までの環境セン
ターの来館者数及び出前講座の受講者数が
164,000人となるよう取り組んでいく。

・森林の働きや木材の良さへの理解を促進
していく。

・H27年度までに森林ボランティアの参加
者数（水とみどりの森づくり推進事業実施
分）が6,400人となるよう取り組んでい
く。

・関係機関と連携しながら、｢水俣に学ぶ
肥後っ子教室｣｢学校版環境ISOコンクール｣
｢環境教育年間指導計画の見直し｣｢豊かな
体験活動｣｢各教科等における関連付けた取
組み｣を推進し、｢環境立県くまもと｣の次
世代を担う人材を育成する。

・「学校版環境ISOコンクール」につい
て、地域や関係機関との連携により、取組
みの拡大、充実を図る。また、過年度のコ
ンクールにおいて優れた取組事例をＨＰや
研修会等で積極的に紹介し、その普及、啓
発を図り、学校間格差の解消に努める。

・「水俣に学ぶ肥後っ子教室」について、
各学校において、「目指す具体的な子ども
の姿」を設定し、事業を計画し、その実現
状況を実施報告において評価する。また、
学校と訪問施設の連携を図るため、連絡用
紙を活用した取組みの充実を図る。

環境立県推
進課

担当課

総合交通体系整備推進事業
（うちモビリティ・マネジメント事業）

日本一の環境教育推進プロジェクト

水とみどりの森づくり推進事業

環境センター運営事業

取組みの
方向性

２ 主な事業１ 取組内容

・ 環境センターを拠点とした
様々な学習の場の提供など、
教育機関や企業、ＮＰＯなどと
も連携して、県民一人ひとりの
行動に結びつく環境教育を進
めます。

日本一の環境教育
「水俣に学ぶ肥後っ子」推進事業

環境センター学習相談・案内事業

環境センター案内事業

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表68）

【施策番号Ⅳ－13－②－３】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

1,411,688

2,163

250,000

0

67,000

0

58,750

0

25,795

23,722

742

742

1,041

491

・ 不法投棄ゼロをめざし、県
民と協力して早期発見・早期対
応に努め、原因者負担の原則
による県内の不法投棄箇所の
一掃に取り組みます。

・財団法人熊本県環境整備事業団で、設計施工一括及び
長期包括的運営方式により落札業者を決定し、工事着手
前の詳細設計を開始した。

・南関町及び和水町のそれぞれと、県及び財団法人熊本
県環境整備事業団の三者で、環境保全措置や地域振興策
等について確認する環境保全協定を締結した。

２ 主な事業１ 取組内容 担当課

道路保全課やさしい道づくり事業費
（うち、大牟田植木線関係）

公共関与推進事業

３ 平成24年度の主な成果

不法投棄等防止対策事業 廃棄物対策課

・財団法人熊本県環境整備事業団で、年度前半に環境教育の場
としての活用も視野に入れた詳細設計を終え、夏頃の着工をめ
ざす。

・地域振興策の着実な実施に向け、関係部局と連携して、町等
の事業実施を支援する。

・財団法人熊本県環境整備事業団が行う工事
の施工管理に対して指導・支援していくとと
もに、収支計画に基づき必要な財政支援を実
施していく必要がある。

・事業の実施に当たっては地元の理解と協力
が不可欠なことから、地元に誠意を持って丁
寧に説明し、地元との関係を維持しながら取
り組んでいく必要がある。

公共関与推
進課

公共関与推
進課

公共関与産業廃棄物最終処分場
アクセス道路整備事業（受託）

産業廃棄物処理施設モデル事業

主な施策のまとめ

・不法投棄ゼロをめざし、県民と協力して
早期発見・早期対応に努め、原因者負担の
原則に基づき県内の不法投棄箇所の一掃に
取り組む。

・積極的な取締り及び関係機関と連携した
不法投棄対策により、不法投棄等廃棄物事
犯を減少させる。

不法投棄撲滅県民協働推進事業

不法投棄防止対策の強化 生活環境課

廃棄物対策課

・廃棄物の不法投棄や野外焼却事犯が依然と
して後を絶たない厳しい状況にあり、近年悪
質化、巧妙化が進んできている中で、早期発
見・早期解決に向けた取組みを進めていく必
要がある。

・本県には、阿蘇等の観光地に多くの観光客
が訪れており、景観や環境破壊を助長する廃
棄物事犯は大きな問題であることから、取締
りの強化を継続していく必要がある。

・廃棄物不法投棄対策連絡会議（本部会議）及び保健所毎廃棄
物不法投棄対策連絡会議の開催、不法投棄合同パトロールの実
施を進める。

・廃棄物事犯の取締りのため、環境事犯捜査資機材等の整備や
取締強化と不法投棄場所の発見を目的とした合同パトロール、
及び廃棄物の適正処理に関する広報啓発の実施など、予防と検
挙を連動させた取組みを行う。

・監視パトロール体制の充実や事業者等の意識の改革に
より、不法投棄発見件数は、前年度より13件減少の68
件となった。

・不法投棄撲滅県民協働推進事業による情報提供締結団
体への研修会（６回開催）で203人、協定締結団体等と
の合同パトロール及び投棄物回収作業（15回開催）で
215人の参加が得られた。

・H24年中、不法投棄等の廃棄物事犯は106件（不法投
棄34件、焼却禁止68件、無許可処理業２件、委託受託
２件）、137人（不法投棄52人、焼却禁止84人、委託
受託１人）を検挙した。

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略13】環境を豊かに
～環境意識と行動を高めていきます～

主な施策
◆廃棄物対策を進める
～次代のモデルとなる廃棄物対策の強化～

②県民一人ひとりの環境意識の醸成と環境活動の実践

・ 南関町で進めている公共関
与による最終処分場を、全国
のモデルとなる安全な施設とし
て整備するとともに、周辺環境
の整備など処分場を中心とした
地域の振興に努め、環境教育
の拠点となるよう取り組みま
す。

公共関与推
進課

・H27年秋頃に、環境教育の拠点となる最
終処分場（クローズド・無放流型）の供用
開始をめざす。

・全国のモデルとなるような安全な施設、
地域に役立つ施設として整備する。

・処分場を中心とした地域の振興に着実に
取り組んでいく。

●南関町及び和水町のそれぞれと、県及び財団法人熊本
県環境整備事業団の三者で、環境保全措置や地域振興策
等について確認する環境保全協定を締結。

●不法投棄等の廃棄物事犯106件、137人を検挙。

●財団法人熊本県環境整備事業団で、年度前半に詳細設計を終
え、夏頃に着工。

●廃棄物事犯の取締りのため、環境事犯捜査資機材等の整備や
取締強化と不法投棄場所の発見を目的とした合同パトロール、
及び廃棄物の適正処理に関する広報啓発の実施。

●事業の実施に当たっての地元の理解と協力
の確保。

●廃棄物の不法投棄や野外焼却事犯の悪質
化、巧妙化が進んできている中での早期発
見・早期解決に向けた取組み。

●H27年秋頃に、環境教育の拠点となる最
終処分場（クローズド・無放流型）を供用
開始。

●不法投棄ゼロをめざし、県民と協力して
早期発見・早期対応に努め、原因者負担の
原則に基づく県内の不法投棄箇所の一掃。

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表69）

【施策番号Ⅳ－14－①－１】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

23,444

5,627

3,560

2,223

●産業技術センターものづくり室に研究者２名を採用
し、有機薄膜関連の研究開発の加速化に貢献。

●知の結集のシンボルとして、五百旗頭真氏を熊本県立
大学の理事長に招へいするとともに、「くまもと未来会
議」に新たな委員が参画。

●今後成長が予測される研究分野において、“ポスドク”等の
優秀な研究員計３名を採用。

●熊本の「知」と「文化」の顔である五百旗頭氏等の活動を発
信する場の提供・確保、県政の課題の解決等につながる研究に
必要な人材の招へい。

●「くまもと未来会議」の開催及び同会議委員によるリレー講
演の開催。

●優秀な人材の受け皿となりうる大学との関
わり方についての方向性の検討。

●新たなシンボルの招へいに関する分野・人
材の検討。

●｢くまもと未来会議｣の新たなテーマや委員
の選任に関する検討。

●知の結集のシンボルとなる人材を招へい
し、先駆的な研究・開発などの活性化、世
界に飛躍する人材の育成を推進。

●様々な知の結集のシンボルが熊本に集積
し、様々な知が行き交い、新たな知が生ま
れる知の拠点となるよう推進。

・ポスドクなどの優秀な人材の受け皿の一つ
となる可能性を有する大学との関わり方等に
ついて、大学コンソーシアム熊本と連携し
て、今後の方向性等を検討していく必要があ
る。

・当該有機薄膜技術分野はその将来性から競
争が厳しく、本県の次世代産業として育成す
るためには、世界的開発競争に対抗できる技
術水準と開発実用化のスピードの向上を図る
ことが必要不可欠となる。またそのための国
プロジェクトなどの研究開発資金の確保およ
び研究人材の確保が課題となる。

・県と大学コンソーシアム熊本の連携を強
化し、県内の大学や企業による研究・開発
の活発化を図ることで、優秀な人材が活躍
できる環境整備を進める。

・優秀な研究員を確保し、研究開発現場に
おける迅速な対応を可能とすることで、最
新技術分野に係る実用化を目的とした共同
研究等に参画する企業数を増加させる。

・大学コンソーシアム熊本の高等教育機関の教育・研究
の充実等に向けた取組みに対し、熊本県は特別会員とし
て理事会及び企画・運営委員会に参画した。また、事業
展開の充実・強化に向けた法人化の検討を進めた。

・産業技術センターものづくり室（PHOENIX）に２名
の研究者（非常勤研究員）を採用し、外部資金による産
学官共同研究や県内企業等から依頼のカスタムメイド試
験研究に関して、有機薄膜デバイスの試作や実証実験な
ど研究員の補助を行うことにより、有機薄膜関連の研究
開発の加速化に貢献した。

・大学コンソーシアム熊本への正会員としての参画を機に、今
後の更なる連携や支援の在り方について検討する中で、「ポス
ドクなどの優秀な人材を世界中から募集し、熊本での活躍の舞
台を提供する」取組みについての検討を進める。

・今後成長が予測される有機エレクトロニクス、電気自動車、
新素材開発などの研究分野において、地域産業の活力となる革
新的なイノベーション促進のため、“ポスドク”などの優秀な
研究員を産業技術センターに計３名採用し、高度な科学技術で
ある「知」の集積を図る。

・五百旗頭氏などに続く、卓越した知見と
グローバルな視点を持った知の結集のシン
ボルとなる人材を招へいし、熊本の「知」
と「文化」を発信することにより、多くの
優秀な人材の集積、先駆的な研究・開発な
どの活発化、さらに世界に飛躍する人材の
育成につなげていく。

・「くまもと未来会議」の委員として様々
な知の結集のシンボルとなる人材が熊本に
集積し、熊本が様々な知が行き交い新たな
知が生まれる拠点となるように進めてい
く。

・招へいした知の結集のシンボルが、ポスド
クなどの優秀な人材の結集につながるような
取組みを展開するとともに、新たなシンボル
の招へいについて、どのような分野・人材が
招へい可能か検討する必要がある。

・「くまもと未来会議」でいただいたアイデ
アや意見を積極的に施策につなげることがで
きるように、新たなテーマやそのテーマに応
じた委員の選任について検討する必要があ
る。また、同会議に、より多くの人が参加で
きるような開催方法を検討する必要がある。

・既に招へいした知の結集のシンボルである五百旗頭氏など
が、熊本の「知」と「文化」の顔として活躍できるように、今
後、熊本の認知度向上のための発信の場を提供・確保するとと
もに、県政の課題の解決や県勢の発展のために研究が必要な分
野を抽出し、その研究に必要な人材の招へいを進める。

・知の集積のシンボルとなる委員による「くまもと未来会議」
を引き続き開催するとともに、県民の方が委員の意見をより深
く聞くことができるよう、新たにくまもと未来会議委員（元委
員含む）等によるリレー講演を開催する。

・知の結集のシンボルとして、H24.3に五百旗頭真氏
（復興推進委員会委員長、前防衛大学校長）を熊本県立
大学の理事長に迎えることができた。

・「くまもと未来会議」に東京大学大学院の姜尚中教授
や昭和女子大学の坂東眞理子学長に加え、熊本県立大学
の五百旗頭真理事長、東京大学の御厨貴客員教授、世界
的な建築家の伊東豊雄氏等が新たに参画。さらに、テー
マ「アジアとつながる」では、ボストンコンサルティン
ググループの松島正之氏、東京外国語大学大学院の井尻
秀憲教授や東京大学大学院の古城佳子教授等が参画した
ことで、知の結集が進んだ。

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略14】熊本アカデミズム
～「知」の集積を「地」の活力につなげます～

１ 取組内容 担当課

主な施策
◆「知」を集める
～世界的な知の集積～

主な施策のまとめ

取組みの
方向性

・ 高等教育コンソーシアム熊
本と連携し、ポスドクなどの優
秀な人材を世界中から募集し、
熊本での活躍の舞台を提供す
ることにより、“将来のノーベル
賞候補者が集まる街”をめざし
た取組みを進めます。

・ かつて細川藩が宮本武蔵を
熊本に招へいしたように、知の
結集のシンボルとなる全国的な
頭脳を熊本に招へいします。

政策推進事業
（くまもと未来会議開催経費分）

企画課

①世界からの「知」の集積

３ 平成24年度の主な成果２ 主な事業

産業支援課
若手研究者による熊本型イノベー
ション創出事業

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表70）

【施策番号Ⅳ－14－①－２】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

36,547

35,777

7,165

6,325

29,700

9,809

１ 取組内容 担当課

企業立地課

企業立地課

２ 主な事業 ３ 平成24年度の主な成果

・ 大学や、生命科学・半導体
関連の立地企業と連携し、企
業の研究開発部門やシンクタ
ンクを誘致し、生命科学や半導
体などの産業の裾野を拡大し
ます。

・ 環境や健康などの理論や応
用研究を行う大学院を、環境都
市をめざす水俣市へ誘致する
ため、熊本県立大学や国と連
携して取組みを進めます。

・知事トップセミナー、産業展示会への出展、企業誘致
可能性調査により、企業誘致に向けたターゲット企業の
絞り込みと重点的なアプローチが可能となり、東京事務
所及び大阪事務所と連携して効率的な誘致活動を行った
結果、新規企業立地件数11件のうち研究開発部門が２件
となった。また、立地企業に対するフォローアップを徹
底し、更なる拠点性（研究開発や量産技術開発など）の
強化に向けた活動を行った結果、増設の企業立地件数19
件のうち研究開発部門が４件となり、合計では、企業立
地件数30件のうち研究開発部門が６件となった。

・大学等の研究シーズと企業の製品開発ニーズとのマッ
チングなどにより創造的企業誘致を推進するため、県内
大学や産業支援機関を個別に訪問し、連携強化を図った
うえで、研究シーズ紹介用パンフレットを作成した。こ
れにより研究開発部門の誘致活動の幅が拡がった。

「環境首都」水俣・芦北地域創造事
業（水俣市「環境まちづくり推進実現事業（環
境大学構想の検討）」への補助）

地域振興課

企業誘致事業

創造的企業誘致推進事業

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略14】熊本アカデミズム
～「知」の集積を「地」の活力につなげます～

主な施策
◆研究開発部門と大学院を誘致する
～産学官連携による最先端技術の集積～

①世界からの「知」の集積

主な施策のまとめ

・熊本県立大学を含む大学や研究機関等と
の着実な連携により、水俣市において知の
集積が図られるよう支援を行う。

・熊本県立大学及び国立水俣病総合研究セン
ターとの間で締結された連携大学院協定を通
じた着実な連携を図る必要がある。

・水俣市における取組みを、環境省、熊本県立大学等と連携し
て支援する。

・H25.4.15に設置したプロジェクトチームにおいて、大学院
誘致に関する課題の整理等を行い、取組みの方向性を取りまと
めている中、H25.6.5に熊本県立大学が国立水俣病総合研究セ
ンターと連携大学院協定を締結し、環境問題、地域政策に関す
る研究教育環境が水俣市において充実したことは、戦略の実現
に大きく寄与した。

・平成24年度に新たに創設された「環境首都」水俣・芦
北地域創造事業（水俣市「環境まちづくり推進実現事業
（環境大学検討）」への補助）により、水俣市がH22年
度から行っている高等教育・研究機関の設置可能性等に
関する検討が進んだ。

・同市における高等教育・研究機関との連携方法等を検
討するため、庁内関係課及び熊本県立大学によるプロ
ジェクトチームを設けることとした。

・企業誘致に向けてターゲット企業の絞り込みと重点的なアプ
ローチを図るための知事トップセミナー、産業展示会への出展
及び企業誘致可能性調査などを実施するとともに、東京・大阪
事務所と連携して引き続き効率的な誘致活動を行う。

・立地企業に対するフォローアップを徹底し、更なる拠点性
（研究開発や量産技術開発など）の強化に向けた誘致活動を行
う。

・本県の立地情報をワンストップで提供するホームページの機
能を強化するとともに、アジアの有力な展示会の出展や上海事
務所等を通じて、グローバル企業をターゲットとした誘致活動
を行う。

・これまでの企業誘致活動の更なる磨き上げ
を図る一方で、国内拠点の再編・集約の流れ
を逆手に取り、熊本の工場が集約場所に選ば
れるような取組みを一層本格化させる必要が
ある。また、ものづくりの川上の部分（研究
開発分野）により焦点を当て、企業が本県で
最先端のものづくりに取り組める開発環境を
積極的に構築するなど、創造的あるいは提案
型の企業誘致を行っていく必要がある。

・H27年度末までに企業立地件数が計
100件、うち研究開発部門の立地件数が
10件、これによる新規雇用予定者数が
5,500人となるよう取り組んでいく。

●企業誘致に向けたターゲット企業の絞り込み、重点的
なアプローチ等により、増設も含め、研究開発部門６件
の企業立地を達成。

●水俣市が実施した、大学院の設置を検討する「環境ま
ちづくり推進実現事業」への補助を実施し、高等教育・
研究機関の設置可能性等検討に係る取組みが促進。

●ターゲット企業の絞り込み、知事トップセミナー等を実施
し、東京事務所及び大阪事務所と連携した効率的な誘致活動を
実施。

●アジアの有力な展示会への出展、グローバル企業をターゲッ
トとした誘致活動の実施。

●熊本県立大学が国立水俣病総合研究センターと連携大学院協
定を締結。

●企業が最先端のものづくりに取り組める開
発環境の構築。

●連携大学院協定を通じた着実な連携

●研究開発部門10件の企業立地を達成。

●大学や研究機関等との着実な連携によ
り、水俣市において知の集積が図られるよ
う支援。

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表71）

【施策番号Ⅳ－14－②－１】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

国際課 3,148

950

916

国際課 3,148

労働雇用課

留学生交流拠点設置支援事業

中小企業と留学生とのマッチング支
援事業

取組みの
方向性

１ 取組内容 ３ 平成24年度の主な成果

・ 熊本が留学先として選択さ
れるよう、熊本市、大学などと
連携して、住まいのあっせんや
生活上の様々な相談支援にと
どまらず、県内企業への就職
に向けた仲介や交流の場の提
供など、様々な支援をワンス
トップで行う窓口を設置します。

・ 熊本市、大学などと連携し
て、留学生が熊本のファンにな
るよう「熊本の魅力を伝える講
座」の開設を促進するととも
に、帰国後も熊本とつながりが
保てるよう「留学生ネットワー
ク」の仕組みづくりを行います。

・「くまもと都市戦略会議」で産学官連携した取組みを
検討し、H25年度から県・市・大学コンソーシアム熊本
の三者共同で「留学生支援のためのワンストップ窓口の
設置」に係る事業を実施することが決定された。

・「留学生が活躍できる場や機会の創出」として、大学
コンソーシアム熊本や九州グローバル産業人材協議会等
との共催により、留学生向けの就職合同説明会を開催
し、県内企業等19社と留学生132人が参加した。

担当課

留学生交流拠点設置支援事業

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略14】熊本アカデミズム
～「知」の集積を「地」の活力につなげます～

主な施策
◆留学生から「選ばれる」まちを創る
～留学生とつながる仕組みづくり～

２ 主な事業

②グローバルな人材の育成

主な施策のまとめ

・戦略指標での「留学生が1,000人」の達
成に向け、大学、県、市が連携して留学生
ネットワークを構築し、留学生間で多くの
交流が行われるよう支援する。

・留学生支援の実施主体となる大学コンソー
シアム熊本を適切に支援するために、適宜事
業の進捗状況を把握する必要がある。

・大学コンソーシアム熊本を構成する県内
14大学等の適切な意見集約を図る必要があ
る。

・大学コンソーシアム熊本が実施する「SNSサービス利用によ
る留学生ネットワークの構築及びその運用による留学生ネット
ワーク活性化」が円滑に進むよう支援する。

・留学生への総合的な支援や留学生を中心としたネットワーク
構築により、留学生の増加、グローバル人材の育成、本県の架
け橋となり熊本の魅力を国内外に発信する帰国留学生の育成を
図る。

・「くまもと都市戦略会議」で産学官連携した取組みを
検討し、H25年度から県・市・大学コンソーシアム熊本
の三者共同で「SNSサービス利用による留学生ネット
ワークの構築及びその運用による留学生ネットワーク活
性化」「留学生・外国人研究者向け日本語講座と熊本の
暮らしの魅力を伝える集中講座」の開設に係る事業を実
施することが決定された。

・大学コンソーシアム熊本が設置する「留学生支援のためのワ
ンストップ窓口」が円滑に運営できるよう支援する。

・県内の大学で学んでいる留学生を対象に、海外（特にアジ
ア）に進出する県内中小企業の就職合同説明会を実施する。

・留学生支援の実施主体となる大学コンソー
シアム熊本を適切に支援するために、適宜事
業の進捗状況を把握する必要がある。

・県内では留学生の採用に取り組む企業は多
くはなく、業種も限られることから、就職合
同説明会ではより多くの企業及び留学生の参
集に努めるとともに、企業側と留学生側双方
のニーズを的確に把握する必要がある。

・大学コンソーシアム熊本を構成する県内
14大学等の適切な意見集約を図る必要があ
る。

・戦略指標での「留学生が1,000人」の達
成に向け、様々な留学生支援をワンストッ
プで行う窓口が設置され、円滑に運営され
るよう支援する。

・就職合同説明会を定着させ、留学生と県
内企業双方が理解を深め、就職を考える際
の情報提供の場となるようにする。

・留学生が住みやすく、学びやすい環境の
実現を通じ、留学生の満足度を高め、留学
生数の増加を図る。

●「くまもと都市戦略会議」で「留学生支援のためのワ
ンストップ窓口の設置」等について検討し、H25年度か
ら事業を実施することが決定。

●大学コンソーシアム熊本や九州グローバル産業人材協
議会等との共催により、留学生向け就職合同説明会を開
催し、県内企業等19社と留学生132人が参加。

●大学コンソーシアム熊本が実施する「留学生支援のためのワ
ンストップ窓口設置」等の取組みが円滑に運営できるよう支
援。

●県内の大学で学ぶ留学生を対象とした海外に進出する中小企
業の就職合同説明会の実施。

●大学コンソーシアム熊本が実施する留学生
支援の進捗状況の適宜把握。

●就職合同説明会における、より多くの企業
及び留学生の参集と、企業側と留学生側双方
のニーズの的確な把握。

●大学コンソーシアム熊本を構成する県内
14大学等の適切な意見集約。

●「留学生が1,000人」の達成に向け、留
学生支援ワンストップ窓口の設置、留学生
ネットワークの構築等を支援。

●留学生が住みやすく、学びやすい環境を
実現し、留学生の満足度向上、留学生数の
増加を推進。

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表72）

【施策番号Ⅳ－14－②－２】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

40,000

3,000

企画課 296

- -

文化企画課 2,000

- -

高校教育課 8,606

- -

15,466

-

2,800

2,341

2,146

2,596

8,606

-

18,936

2,756

３ 平成24年度の主な成果２ 主な事業

熊本時習館海外大学進学支援事業
うち海外大学進学支援事業

・ 熊本の将来の活力を生み出
すため、世界への飛躍を志す
県内企業や芸術家、学生など
の海外進出を支援する官民出
資によるファンドを創設します。

・ 小・中・高校の各段階におい
て、国語教育を大事にするとと
もに、英語に関する学習意欲
やコミュニケーション能力を育
成し、世界の一流大学への留
学や国際企業で活躍できる英
語力を持つ人材を育てます。

・世界への飛躍を志す県内企業や芸術家、学生などの海
外進出を支援する官民出資によるファンド創設に向け、
民間事業者から第1号となる寄附金を受けた。

・「熊本県世界チャレンジ支援基金条例」を制定
（H25.3.8施行）したほか、H25の基金充当事業の選定
等を進めた。

世界チャレンジ支援ファンド推進費

-

くまもと若手芸術家海外チャレンジ事業

義務教育課

１ 取組内容 担当課

熊本県州立モンタナ大学高校生派
遣事業

くまもと中学生英語力アップ支援事
業

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略14】熊本アカデミズム
～「知」の集積を「地」の活力につなげます～

主な施策
◆国際人を育てる
～夢を持ち海外へ挑戦する若者への支援～

②グローバルな人材の育成

・海外高校への留学者数(私立分)をH24年
度からH27年度までの４年間で累計40人
にする。

・州立モンタナ大学等のモンタナ州の大学
に毎年コンスタントに複数人入学させる。

・道徳教育用郷土資料「熊本の心」を土台
とした英語読み物資料の作成、配付や英語
音声CD、英語DVDの活用の一層の推進を
図ることにより、県学力調査における生徒
対象の意識調査で、英語が「好き」「分か
る」と回答する中１～中３の生徒の割合を
50%以上にする。

・現状として、海外留学や海外大学進学に対
する高校生の意識は高くはないと思われるた
め、海外へ挑戦する意識の醸成及び進学の実
績づくりに取り組む必要がある。

・研究拠点校４校を指定し、新学習指導要領
に準拠した英語による言語活動（指導法）及
び評価の開発を行っていくが、拠点校での研
究の成果をいかに県全体に普及させるかが課
題である。

・英語教師の指導力向上と英語学習環境の整
備を進めていく必要がある。

・海外大学進学を推進する「海外チャレンジ塾」を新たに開
講。海外大学に進学できる英語力を養成するとともに、海外進
学に対応できる支援体制を構築する。

・英語教員を対象とした研修会及び英語によるコミュニケー
ション能力・論理的思考力を強化する指導改善の取組事業の拠
点校での研究成果の普及により、英語授業で、発話のほとんど
又は半分以上を英語で行っている教員の割合を50%に向上させ
る。

・道徳教育用郷土資料「熊本の心」を土台とした、郷土熊本の
自然、伝統、文化、先人等についての英語読み物資料を作成す
るとともに、既存の英語教材（英語音声CD、英語DVD等）の
活用を推進し、英語が「好き」「分かる」と回答する中１～中
３の生徒の割合をH27年度の目標値に近づける。

・留学・海外大学進学に関する説明会やセミナーの開
催、また、海外進学等に必要な英語力を養成するTOEFL
対策講座の実施等により、海外進学に必要な能力向上を
支援した。

・私立高校の海外高校留学者数は8人であり、年度目標
を達成した。また、海外大学進学者数は5人であった。

・県立高校を対象とした英語教育に関する状況調査の結
果、高校での英語授業で発話のほとんど、または半分以
上を英語で行っている教員は11.6%（H23:7.5%）、
「英語Ⅰ」の授業で言語活動のほとんど又は半分以上を
英語で行っている生徒は18.2%（H23:8.9%）であっ
た。

・英語音声CD活用ミーティングの開催や「くまモン英語
チャレンジ」の実施を通して英語音声CD「Ｉ CAN Ｄ
Ｏ ＩＴ！」の効果的な活用を推進し、本県中学生の英語
力アップに取り組んだ結果、H24年度熊本県学力調査
で、英語が「好き」と回答した生徒は48.4%
（H23:46.9%）、英語が「分かる」と回答した生徒は
47.5%（H23:46.4%）であり、年度目標を達成した
（※いずれも中１～中３の平均値）。

●多くの寄附金の協力を得るための広報展
開やニーズに応じた基金充当事業の検討。

●海外高校への留学者数（私立分）が累計
40人となるよう展開。

・多くの寄附金の協力を得るための広報展
開や、ニーズに応じた基金充当事業の検討
などに取り組む。

・海外進出を支援する芸術家を６人から
10人に増やす。また、対象者の増加に向
けて、事業の趣旨や概要、実績等を広く
知ってもらう広報活動を展開する。

・本県高校生の海外大学への進学者増加の
目標達成に向け、報告書や県教委ホーム
ページ等を通して県内全域に事業の成果等
を周知する。

-

熊本県州立モンタナ大学高校生派遣事業

世界チャレンジ支援ファンド積立金 企画課

-

主な施策のまとめ

・積極的な広報展開、企業の個別訪問など、
より多くの寄附金の協力を得るための取組み
が必要である。

・基金充当事業についての広報や、趣旨に沿
う人員精選のための厳選な審査が必要であ
り、若者の更なる海外チャレンジ意欲を喚起
するためにも、事業の進行状況や実績を広く
周知する必要がある。

・４カ年戦略に掲げた「世界への飛躍を志す
県内企業の海外進出支援」に関する基金充当
事業の拡充を検討していく必要がある。

英語授業改善プロジェクト 高校教育課

●積極的な広報展開、企業の個別訪問等、よ
り多くの寄附金の協力を得る取組み。

●基金充当事業の拡充の検討。

●海外へ挑戦する意識の醸成及び進学の実績
づくり。

私学振興課

私学振興課

高校教育課

●世界への飛躍を志す県内企業や芸術家、学生などの海
外進出を支援する官民出資によるファンドを創設。民間
事業者から第１号となる寄附金を受領。

●H24年度熊本県学力調査の結果、英語が「好き」と回
答した生徒は48.4%（H23:46.9%）、英語が「分か
る」と回答した生徒は47.5%（H23:46.4%）であり、
年度目標を達成（※いずれも中１～中３の平均値）。

●ファンドの周知を図り、県内企業などを広く巻き込みながら
寄附金の協力を得る取組みを実施。

●くまもと若手芸術家チャレンジ事業と熊本県州立モンタナ大
学高校生派遣事業により、海外へ挑戦する若者を支援。

●海外大学進学を推進する「海外チャレンジ塾」を新たに開
講。

熊本時習館海外チャレンジ推進事業

・ファンドの周知を図り、県内企業などを広く巻き込みなが
ら、寄附金の協力をめざす。

・くまもと若手芸術家海外チャレンジ事業の実施を通じて、６
人程度の若手芸術家に海外への往復航空費を支援することによ
り、グローバルに活躍する機会を与えて文化芸術の振興を担う
人材を育成する。

・熊本県州立モンタナ大学高校生派遣事業で、県内高校生をア
メリカに派遣し、集中的な英語研修を受講させるとともに、英
語教授法の研修を受講する引率教員を県内研修会等で講師とし
て活用するなど、研修の成果普及に努める。

・基金充当事業の執行状況や民間からの寄附状況等を勘案しな
がら、H26の基金充当事業を検討していく。

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表73）

【施策番号Ⅳ－15－①－１】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

1,366

381

6,217

-

42,397

40,408

17,812

14,908

425

391

1,196

1,098

7,900

4,482

11,284

10,272

2,904

1,028

6,589

1,618

3,127

2,381

社会教育課

義務教育課

・H27年度の「親の学び」講座の実施率が
小学校で80%、中学校で70%、高等学校
で60%となるよう、市町村教委や協力校
と連携した開催や、高等学校の職員及び保
護者を対象にした進行役養成講座の開催を
進めていく。

・親の学びを支援した幼稚園・保育所等の
割合が100%となるよう、職種や経験等に
応じた教員・保育士の研修等を実施してい
く。

・協力校を中心に、「親の学び」プログラム
中高生期編及び次世代編を普及啓発していく
必要がある。

・県内全域で「親の学び」講座が行われるよ
う、継続して各地域で進行役を養成していく
必要がある。

・幼児期から家庭での基本的生活習慣を身に
つけることができるよう、幼稚園・保育所等
による専門性を生かした親の学びの支援をさ
らに充実させる必要がある。また、そのため
に継続して幼稚園教員・保育所保育士等の資
質向上を図る必要がある。

・全ての小中学校（区）での「親の学び」プログラム講座の実
施をめざすとともに、高等学校における次世代編の普及を図
る。

・各実施団体が行う「親の学び」講座にプログラムトレーナー
を派遣することにより、県内全域において講座の進行役を育成
する。

・「くまもと家庭教育支援条例」を柱に、家庭教育推進フォー
ラムや家庭教育支援功労表彰等の様々な機会を通じて、家庭の
役割や家庭教育の重要性の啓発を広げていく。

・幼稚園教員・保育士等の研修を継続し、資質向上、家庭の教
育力向上のための支援の充実に資する。

・25名を目標に、授業マイスターを毎年
数名ずつ新たに認定していく。

・教育情報化推進事業の効果を全県的に普
及啓発し、児童生徒の情報活用能力の育成
やICTを活用した確かな学力の定着化を実
現させる。

・サポーター配置を継続して、教員の児童
生徒と向き合う時間を確保し、小中学校で
は児童生徒の指導支援等、特別支援学校で
は自立活動等の指導の充実を図る。

・地域人材による学校支援活動の拡大を
図っていく。

・読書応援ボランティアの活動の場の確保
や、学校図書館デザインサポート事業の広
報を更に進めていく。

・大学等進学率47%の達成に向け、「夢
への架け橋」進学支援事業の効果的な実施
を進めていく。

・調査・分析により、県学力調査意識調査
の教科の学習が｢好き｣(分かる)と回答した
児童(小３)の割合が毎年度、前年度を上回
るようにする。また、そのための「ゆう
チャレンジ」等を活用した学校総体として
の学力向上に向けた取組みを進めていく。

・地域人材を活用した取組みを積極的に進
め、児童生徒の体力の向上につなげる。児
童生徒の体力・運動能力調査における体力
合計点の平均値が前年度を上回るようにす
る。

・優れた教育活動を行っている教員19名を授業マイス
ターに認定し、13回の公開授業開催により、参加者数が
延べ733人となり、年度目標を達成した。

・サポーターを小中学校に19名、特別支援学校に13名
配置し、学習指導や日常生活の支援等の充実、教員の負
担軽減による指導時間の増加が図られた。

・県内23市町村で地域教育コーディネーターを育成、活
用し、地域による学校支援が充実した。

・子どもたちの読書活動の推進のため、養成講座を開い
て読書応援ボランティアの資質向上を図るとともに、学
校図書館の環境整備等を目的にデザインサポーターを県
内小中学校等へ派遣し、学校図書館の充実が図られた。

・くまもと教師塾等の取組みを通して、難関大学を志望
する生徒への実践的指導力向上を図った。H24年度の東
京大学の新卒合格者数は前年より６人増加の14人とな
り、過去５年間で最多となった。

・徹底指導と能動型学習とのめりはりをつけた授業の推
進をはじめ、学力調査のための問題「ゆうチャレンジ」
の活用等により授業内容が一層充実した。

・小・中・高の教員に対する体育実技指導者講習会の開
催や、子どもの体力向上支援委員会の取組みに基づき
「子どもの体力向上のための８か条」を策定した。その
結果、全校体育等体力向上の取組実施校が増加した。

主な施策

教育政策課

教育政策課

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況３ 平成24年度の主な成果

◆学力を育む
～子どもたちの確かな力の育成～

取組みの
方向性

担当課

百年の礎を築く 戦 略

【戦略15】夢を叶える教育
～次代を担う人材を育てます～

①夢を育む教育の推進

２ 主な事業１ 取組内容

体育保健課

・授業マイスターの認定者数増及び授業VTRの県教育庁HP公
開等により、本県教員の更なる指導力向上を図る。

・教科指導等においてICTを効果的に活用することで、児童生徒
の確かな学力の向上を図る。

・サポーターを配置したことにより一定の効果が得られ、児童
生徒と向き合う時間も拡充されているので、今年度はより一層
活用を充実させる。

・地域教育コーディネーター研修により地域人材を活用した学
校支援活動の推進を図る。

・子どもの読書活動の推進のため、養成講座を引き続き開き読
書応援ボランティアの資質向上を図るとともに、学校図書館デ
ザインサポーターの派遣も継続する。

・教員の更なる資質向上のため、特別講座、理数教育指導者育
成講座等に加えて、「くまもと夢への架け橋ゼミ」を新規に実
施する。

・本県の児童生徒の課題である思考力や表現力等の向上を図る
ため、各学校において「確かな学力」の向上に向け、全国学
力・学習状況調査の分析をもとに指導を行い、その成果等を県
学力調査で検証するなど、学力のＰＤＣＡサイクルに則った学
校総体としての組織的、計画的な取組みを推進する。

・モデル校を設置し、各学校における地域の人材を活用した、
体力向上の取組みを進める。また、子どもの体力向上実施委員
会を設置し、新体力テストの調査分析や体力向上の取組みにつ
いて提案を行う。

・多くの教員の公開授業等への参加機会等を
確保しつつ、授業マイスター及び所属校の負
担軽減を図る必要がある。

・タブレットPCや無線LAN環境等の情報環
境の整備が必要である。

・学校からの要望に対応するためのサポー
ターの活用幅の拡大や配置可能人数の増加が
必要である。

・地域人材の活用に向けた市町村間、学校
間、教員間の意識の差を埋める必要がある。

・県内全高等学校の大学等進学率は43.6%
（全国35位<H25.3卒>）で全国平均
（53.2%）より低いため、これを高める必
要がある。

・本県の児童生徒の学力について、問題解決
に必要な思考力、表現力等の向上を図る必要
がある。また、そのための教師の意識改革及
び指導力の一層の向上、授業改善が必要であ
る。

・モデル校設置における地域人材の確保及
び、学校・保護者・地域との連携を図る必要
がある。

社会教育課

社会教育課

社会教育課

高校教育課

学校人事課

義務教育課

・ 地域の人材等を活用して、
小学校低学年から「読み、書
き、計算」の基礎学力を徹底し
て身につけさせ、確かな学力の
向上を図ります。また、我が国
や郷土くまもとの歴史・文化な
どを理解し、愛する態度の醸成
や、道徳教育の充実により豊
かな人間性を育むとともに、健
康・体力の向上を図り、社会人
として基礎的な資質を育みま
す。

「授業マイスター」認定事業

学校図書館デザインサポート事業

熊本県教育情報化推進事業
（ICTを活用した「未来の学校」創造プロジェク
ト）

-

「夢への架け橋」進学支援事業

子どもの体力向上推進事業

学力向上対策事業

・ 幼児期から、家庭において
基本的生活習慣を身につける
ことができるよう、“教育の出発
点は家庭から”を合い言葉に親
の学びを支援します。

「幸せ実感」教育サポート事業
（「夢への架け橋」教育支援事業）

「かがやけ！肥後っ子」事業

読書応援ボランティア養成講座

「親の学び」推進事業

地域教育コーディネーターの育成活
用事業

・県内全域870カ所でくまもと「親の学び」プログラム
を活用した「親の学び」講座が開催され、34,857人の
参加があった。また、各地域で進行役を養成したほか、
これまでの乳幼児期編と小学生期編に加え、中高生期編
及び次世代編の普及啓発を実施し、「親の学び」講座実
施率は、61.7%となり、年度目標を達成した。

・家庭教育支援の総合的、継続的推進のため、「くまも
と家庭教育支援条例」を制定し、家庭教育の重要性に対
する理解が一層深まった。

・幼稚園教員・保育士等の資質向上の研修を実施し、学
習機会を提供するとともに情報提供等を充実させた。

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表73）

H25予算（千円）

H24決算（千円）

20,681

16,606

3,127

2,381

2,904

1,028

18,608

2,131

60,455

44,127

・くまモンが先生となった英語教室を御領鬼池小学校の
放課後子ども教室で試行的に実施し、英語学習への関心
が高まった。

・｢くまもとキッズウィーク｣に参加する幼稚園、保育
所、小学校、５ヵ所にくまモンを派遣し、くまモンと一
緒にクイズやゲーム等を楽しむことを通して基本的生活
習慣の定着が図られた。

・「くまモン体操」テーマソングに合わせたエクササイ
ズを作成し、くまモンとエアロビック競技者の大村選手
による｢親子運動教室｣を県内小学校にて実施するととも
に、県内学校へ同映像を収録したDVDを配付した。ま
た、「くまモン誕生祭」でエクササイズ発表会を実施
し、県民に対して広報した。

体育保健課

社会教育課

義務教育課

高校教育課

担当課 ３ 平成24年度の主な成果 ４ 平成25年度の推進方針・推進状況 ５ 施策を推進する上での課題

●高等学校における「親の学び」プログラム次世代編の普及及
び進行役の養成。

●くまモン活用の教材を検討。

●思考力や表現力等の向上のため、各学校において「確かな学
力」の向上に向けた組織的、計画的な取組みを推進。

●家庭教育推進フォーラムや家庭教育支援功労者表彰等の様々
な機会を通じて、家庭の役割や家庭教育の重要性について啓
発。

●思考力、表現力等の向上に向けた教師の意
識改革、指導力の一層の向上、授業の改善。

●県内全域での｢親の学び｣講座実施に向けた
進行役の養成。

●効果的なくまモンの活用方法検討。

●｢ゆうチャレンジ｣等を活用した学校総体
としての学力向上に向けた取組みの推進。

●｢親の学び｣講座の実施率向上のため、市
町村教委等と連携して開催。

●くまモンが活動できる教育プログラム開
発の推進。

主な施策のまとめ

●徹底指導と能動型学習とのめりはりをつけた授業の推
進、学力調査のための問題｢ゆうチャレンジ｣の活用等に
より授業内容が一層充実。

●「親の学び」講座の普及啓発の更なる充実。

●「くまもと家庭教育支援条例」の制定により、家庭教
育の重要性に対する理解が向上。

●くまモンとエアロビック競技者の大村選手による｢親子
運動教室｣を県内小学校にて実施し、体力の維持向上の意
識が向上。

・教育現場や「くまもとキッズウィーク」で
のより効果的なくまモンの活用法を検討する
必要がある。

・話さずにくまモンが指導できるプログラム
を開発する必要がある。

・くまモン活用の教材を検討する。

・放課後子ども教室等でくまモン先生として実施できるプログ
ラムの開発と実施のための整備を検討する。

・インターンシップや農業体験の場でのくまモン活用により、
キャリア教育等のPRを進める。

・「くまもとキッズウィーク」参加幼稚園等へのくまモン派
遣、クイズ等による基本的生活習慣の定着化を継続する。

・運動実施時間の少ない子どもたちが日常的に運動を行うよ
う、発達段階に応じ、くまモンを活用したオリジナルエクササ
イズの活用を県内小･中学校等に勧める。

６ 今後の方向性

・ くまモンを子どもたちの教育
活動に活用します。

放課後子ども教室推進事業

かがやけ！肥後っ子事業

１ 取組内容 ２ 主な事業

子どもの体力向上推進事業

・くまモンが活動できる教育プログラムの
開発を推進するほか、「地域の寺子屋」へ
も活用していく。

・キャリア教育関連事業、農業体験の場で
の活用を進める。

・「くまもとキッズウィーク」での効果的
な活用に向け、具体例を示すなどして、幼
稚園、保育所、小学校等を支援する。

・くまモンを活用したオリジナルエクササ
イズの普及を進め、学校や家庭等で運動す
る子どもを増やし、日常的な運動が広がる
ことを支援する。

・ 多様化・深刻化するいじめ
や不登校など様々な学校での
課題に的確に対応するため、
スクールソーシャルワーカーを
増員するとともに、対象を高校
生まで拡大します。

・スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を高等学校1
校に配置した。また、すべての教育事務所に配置し、
568人に対して継続支援を行った。
・スーパーバイザー（有識者）によるSSWへの指導助言
体制の充実などで、前年以上の課題解決等ができた(22
→30%)。

・SSWとして指導力を有する人材の確保、
指導力向上に向けた研修の実施を進めていく
必要がある。

子どもたちの未来を拓く教育環境改
善事業

義務教育課

・平成2７年度以降は、３拠点校による実
状を踏まえて配置の必要性を検証する。
・SSWによる児童生徒に対する支援体制
を充実する。

・高等学校２校にSSWを新たに配置する。また、すべての教育
事務所及び山鹿市教育委員会にSSWを配置し、児童生徒に対す
る支援体制を充実させる。
・スーパーバイザー（有識者）がSSWに対して指導・助言を行
う地域事例対策研究会の充実を図る。

スクールソーシャルワーカー配置事
業

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表74）

【施策番号Ⅳ－15－①－２】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

38,263

38,000

19,154

2,524

20,659

16,606

社会教育課 8,648

333,957

104,892

地域の寺子屋推進事業

２ 主な事業

社会福祉課

社会教育課

担当課

・ ひとり親家庭などへの職業
訓練や子どもに対する教育支
援を引き続き支援するととも
に、日曜相談窓口の設置など
新たな取組みを進めます。

ひとり親家庭等応援事業

取組みの
方向性

・ 家庭の事情などで塾に通い
たくても通えない子どもたちに
学びの場を提供するため、学
校の空き教室や地域の縁が
わ、更には民間の学習塾など
を活用した「地域の寺子屋（仮
称）」を広めます。

①夢を育む教育の推進

子どもの健全育成支援事業

ひとり親家庭等応援事業

放課後子ども教室推進事業

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略15】夢を叶える教育
～次代を担う人材を育てます～

主な施策
◆貧困の連鎖を教育で断つ
～ひとり親家庭等の子どもたちの教育環境づくり～

３ 平成24年度の主な成果１ 取組内容

主な施策のまとめ

・在宅就業支援事業では、就労継続に向
け、委託事業終了後も事業者に対する就労
状況の把握等、継続的にフォローしてい
く。

・ひとり親家庭応援の塾及びひとり親家庭
等応援隊事業について、基金終了後も、
塾・社会福祉施設・各種ボランティア・
NPO法人・母子福祉団体等の民間による
自主的な取組みとして引き継がれていくよ
う、円滑な移行に向けた各種調整を並行し
て進めていく。

・社会全体で子どもを育てるという考えに基
づき、ひとり親家庭等の応援の取組みを継続
していく必要がある。

・在宅就業支援事業では、訓練参加者95名
について、訓練修了後の就業の実現（設定目
標：就業率75%以上・平均月収3.5万円以
上）と委託事業終了後の就労継続に取り組む
必要がある。

・ひとり親家庭応援の塾事業では、登録塾を
更に増やすために、広報に努め、塾の掘り起
こしを図る必要がある。また、民間主導で取
組みが継続されるよう、関係団体等との調整
が必要である。

・ひとり親家庭等応援隊について、隊員数の
増加に加え、役割や機会を与えていく必要が
ある。

・在宅就業支援事業では、訓練参加者95名について技能訓練を
継続するとともに、実際の就業に向けての支援を行う。また、
新たに60名の技能訓練に着手する。

・ひとり親家庭応援の塾事業については、登録する塾、利用す
る子どもがさらに増えていくよう取組みを進める。

・ひとり親家庭等応援隊について、メルマガ等を通じて隊員へ
サポート情報を発信する。また、隊員数増加に向けた説明会等
の取組みを進める。

・県内５カ所のワークステーションで、95名のひとり親
等に対して在宅就労に向けた技能訓練を実施し、経済的
自立につながる環境整備を進めた。

・受講料の割引等を行う学習塾を募るひとり親家庭応援
の塾事業では、45カ所の塾が登録し、ひとり親家庭の子
どもたち約480名が経済的負担を抑えて塾に通うことが
できた。

・母子家庭等就業・自立支援センターに「日曜相談窓
口」を設置し、平日は相談に来られない方のニーズへの
対応を可能にした。

・ひとり親家庭等応援隊に県内各地の企業・福祉団体な
ど70団体、約600名が参加し、地域の中で様々な相談を
受けたり、ひとり親家庭への情報提供を行うことによっ
て、不安や悩みの解消、ひとり親家庭に対する理解の促
進等につながった。

子ども家庭
福祉課

●生活保護世帯を対象にした子どもの学習・進学のため
の支援等に小１から高１までの76名が参加。高校進学希
望の中３生全員が高校に進学。

●地域の学習教室３教室が開所し、事業が順調に進捗。

●95名のひとり親等に対し、在宅就労に向けた技能訓練
を実施し、経済的自立につながる環境整備が進展。

●母子家庭等就業・自立支援センターに「日曜相談窓
口」を設置し、平日は相談に来られない方のニーズへ対
応。

●ひとり親家庭等応援隊に県内各地の企業・福祉団体な
ど70団体、約600名が参加。

●福祉事務所から対象となる家庭への働きかけを更に強化し、
参加を促進。

●多くの市町村での地域の寺子屋の立上げ等を推進。

●地域の学習教室40カ所（子ども120人分）の開設を目指した
取組みの実施。

●各家庭で幅がある子どもの教育への関心度
の向上。

●社会全体で子どもを育てるという考えに基
づく、ひとり親家庭等の応援の取組みの継
続。

●生活保護世帯の進学希望の中３生全員が
進学できるようにし、高校生の中退が少な
くなるよう支援。

●各家庭に対する丁寧な情報提供の継続及
びその推進のための家庭・関係機関・学校
等の一層の連携。

●地域の学習教室等の民間団体への円滑な
移行、そのための広報、掘り起こし、各種
調整等の実施。

・福祉事務所から対象の家庭への働きかけを更に強化し参加を
促すとともに、地域の状況に応じて学習教室を増やし、利便性
の向上等を図る。

・放課後子ども教室事業に携わるコーディネータ、安全管理員
や学習アドバイザーに対して、関係部局連携により研修会を実
施し、指導力の向上を図る。また、「安全管理の手引き」を活
用した各子ども教室の安全を確保する。

・多くの市町村での地域の寺子屋の立上げ等を推進。また、市
町村や大学と連携して学習支援・体験活動ボランティアチーム
を組織し、放課後子ども教室等へ派遣する。

・地域の学習教室事業については、学びの場の登録・開所数40
カ所（子ども120人分）を目指して、さらに周知広報に努める
などの取組みを行う。

・子どもの健全育成支援には、家庭への情報
提供など、家庭、関係機関、学校等と連携し
た取組みが必要である。

・子どもの健全育成支援には、各家庭で幅が
ある子どもの教育への関心度を向上させる必
要がある。

・地域の学習教室事業では、目標値達成に向
け、学びの場・学習支援員・子どもたちへの
登録・参加の呼びかけを更に積極的に行って
いく必要がある。

・放課後子ども教室事業に携わるコーディ
ネータ、安全管理員や学習アドバイザーの資
質向上や、事業未実施市町村における取組み
の推進が必要。また、地域人材の活用につい
ての市町村間、学校間、教員間における意識
の差を解消していく必要がある。

・生活保護世帯で支援を受ける対象者を
100人とし、進学希望の中３生全員が進学
できるようにするとともに、高校生の中退
をできるだけ少なくする。

・各家庭に対する丁寧な情報提供の継続及
びその推進のための家庭・関係機関・学校
等の一層の連携を図っていく。

・地域の学習教室について、基金終了後
も、塾・社会福祉施設・各種ボランティ
ア・NPO法人・母子福祉団体等の民間に
よる自主的な取組みとして引き継がれてい
くよう、円滑な移行に向けた各種調整を並
行して進めていく。

・各放課後子ども教室で多数の地域住民が
子どもたちに直接関わるように啓発し、教
室に関わる地域の協力者数が2,000名にな
るようにする（現状値1,750名）。

・全ての市町村での地域の寺子屋の実施を
推進していく。

子ども家庭
福祉課

・生活保護世帯を対象に、子どもの学習・進学のための
支援、子どもや親が生活習慣を身につけるための支援、
引きこもりや不登校の子どもに関する支援を20カ所で実
施し、小学１年生から高校１年生までの76名が参加し
た。高校進学希望の中学３年生22人全員が高校に進学し
た。

・学びの場と教える人（学習支援員）、学びたい子ども
とをつなぐ地域の学習教室事業では、学びの場に地域の
社会福祉施設等11カ所、学習支援員に退職教諭等３名が
登録し、参加希望のひとり親家庭の子ども21名のうち
マッチングができた３教室（学習支援員３名・子ども６
名）が開所なった。

・放課後子ども教室は、県内28市町村（熊本市を除く）
69小学校での事業実施となった。

・安全管理員や学習アドバイザーを含めた年５回の研修
会を実施し、コーディネータの資質向上が図られた。ま
た、放課後子ども教室の「安全管理の手引き」を作成
し、一層の安全確保が図られた。

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表75）

【施策番号Ⅳ－15－②－１】

H25予算（千円）

H24決算（千円）

1,600

438

2,400

0

107,119

37,593

73

0

1,680

1,146

6,054

7,450

1,110

690

1,886

1,537

4,616

3,547

1,889

1,688

キャリア教育推進事業
うち高校生インターンシップ日本一事業

１ 取組内容

がんばる高校生県表彰事業

阿蘇くまもと空港国際線振興対策事
業

就業支援プロジェクト

・ 国際的な視野を広げ、日本
やふるさと熊本の再認識にもつ
ながる、中・高生の海外修学旅
行と海外留学に対する助成制
度を拡充します。

・ 「熊本時習館構想」の取組
みを引き続き展開する中で、将
来のリーダーとなる人材を輩出
するため、海外の難関大学へ
の進学を支援する制度を創設
します。

高校生の海外留学促進事業

交通政策課

私学振興課

高校教育課

・ 子どもたちが地場産業の魅
力を身近に体験・理解できるよ
う、地元経済界などと連携した
産業教育を展開します。

将来の『夢＝仕事』発見事業
（ジュニアマイスター等倍増による就業支援プ
ロジェクト）

ものづくりチャレンジ事業

高校教育課

高校教育課

・海外留学する高校生に対し、留学費用の一部を支援金
として交付する制度を創設した。
・私立高校の海外高校留学者数は８人であり、年度目標
を達成。また、海外大学進学者数は５人であった。
・県立高校生の留学者数はH23年度の４人に対して、
H24年度は11人と増加傾向にある。

・県立高校海外修学旅行の実施基準の見直した。

・韓国・台湾修学旅行説明会に加え、県立・私学校長会
での説明会を行うとともに、教員等を対象とするモニ
ターツアーを実施。その結果、私立玉名女子高校による
韓国修学旅行、県立大津高校による台湾修学旅行につな
がった。

・熊本中央高校、玉名工業高校及びルーテル学院中学高
等学校によるクラス単位等での韓国旅行が実施された。

修学旅行 ２校、456名
クラス単位旅行 ３校、 39名

合 計 ５校、495名

熊本時習館海外大学進学支援事業
うち熊本時習館海外大学進学資金給付事業

３ 平成24年度の主な成果担当課

熊本時習館海外大学進学支援事業
うち熊本時習館高校生海外留学支援事業

私学振興課

２ 主な事業

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

百年の礎を築く 戦 略

【戦略15】夢を叶える教育
～次代を担う人材を育てます～

主な施策
◆夢を拡げる
～将来の熊本の発展を支える人材育成～

②夢を拡げる教育の展開

・現状として、海外留学や海外大学進学に対
する高校生の意識は高くはないと思われるた
め、海外へ挑戦する意識の醸成及び進学の実
績づくりに取り組む必要がある。

・関係部局との連携を深めて、がんばる高校
生県表彰を継続していく必要がある。

・海外大学に進学できる英語力の養成、海外進学に対応できる
支援体制の構築に向け、「海外チャレンジ塾」を開講する。併
せて、海外難関大学進学のための支援金の給付、州立モンタナ
大学等進学のための奨学制度の拡充等により、海外へ挑戦する
若者を総合的に支援する。また、生徒向けの講演会など熊本時
習館構想に関する様々な取組みを引き続き展開する。

・がんばる高校生県表彰事業で、夢を持ち、夢に向かって学
業、スポーツ、文化活動に日々努力している高校生等を引き続
き表彰する。

・州立モンタナ大学進学のための奨学制度を創設。
H25.3月にはキャロル大学と奨学制度に関する覚書を締
結し、H25年度から奨学生を募集開始。

・海外難関大学進学者に対し、進学資金を交付する制度
を創設した。

・私立高校の海外高校留学者数は８人であり、年度目標
を達成した。また、海外大学進学者数は５人であった。

・がんばる高校生県表彰事業による各学校のリーダー的
存在とも言える生徒の表彰、知事の講話を通して、夢を
持ち、積極的に物事にチャレンジする意欲等を一層高め
ることができた（表彰者：県立高校62人、市立高校２
人、特別支援学校11人５団体、私立学校19人）。

・県立高校全校でのインターンシップ実施
を継続し、県立高校（全日）における生徒
の体験率70%をめざす。

・ものづくりチャレンジ事業や将来の『夢
＝仕事』発見事業の参加生徒・学生を増や
していく。

・H27までにジュニアマイスター認定者を
900人（H24：872人）、技能検定合格
者を750人（H24：624人）に増やして
いく。

・技術・技能向上講習会について、参加生
徒数700人、参加教職員数250人を目指
して取り組んでいく。

・キャリア教育応援団の登録事業所数が1,549事業所と
なった（前年比215事業所増）。

・「夢」教育サポート推進事業の登録者数が110名、職
業講話聴講者数が10,152人となった。

・将来の『夢＝仕事』発見事業を11講座実施し、利用者
数が170人となった。

・地域の2,691事業所の協力を得て、県立高校全校でイ
ンターンシップを実施し、体験生徒数：7,279人、体験
率：59.5%となった。

・地元の技能士等と連携して実施したものづくりチャレ
ンジ事業により、738人の小中学生が様々な技術・技能
を体験できた。

・ジュニアマイスター等倍増による就業支援プロジェク
トの地元企業の技術者や熟練技能者を講師として実施し
た高校生向け講習会を604人の高校生が受講し、実践的
な技術・技能を習得した。

・就業支援プロジェクトに604人の生徒、188人の教職
員が参加し、技能検定合格者数624人（前年比296人
増）、ジュニアマイスター認定者872人（前年比265人
増、全国１位）となった。また、高校生ロボットコンテ
スト全国大会で優勝した。

・キャリア教育に係る多様なニーズに対応していくため、関係
部局が密接に連携して、キャリア教育の推進に資する事業を展
開する。

・全ての県立高校において、介護体験などの体験学習や小・中
学校への学習支援など、進学後の進路希望に応じたインターン
シップを推進し、知事部局が実施する事業への積極的な参加を
促すなど、特に普通科（全日）における体験率を向上させる。

・ものづくりチャレンジ事業のうち技能士を活用した体験教室
では、引き続き多くの児童生徒にものづくりを体験する機会を
設ける。また、専門高校生が行う実技指導講習会では、実施高
校を１校増やし、より多くの小中学生にものづくりに触れる機
会を設ける。

・ジュニアマイスター等倍増による就業支援プロジェクトの高
校生向け講習会では、更なる周知、実施講習種目増により受講
者を50人増やし、より多くの高校生に地元企業を認知してもら
うことで、熟練技能者の実践技術の習得につなげる。

・技術者や熟練技能者等を専門高校に派遣し、実践的な技術・
技能の習得に取り組むことで、生徒の専門性の深化、進路目標
の確立を図る。

・生徒を直接指導する教員に技術・技能を習得させることで、
生徒に還元させる。

産業人材育
成課

産業人材育
成課

高校教育課

・留学への裾野の拡大や英語力の養成を通
じて、H27年度までに私立で累計40人、
公立で累計60人の海外高校への留学を実
現し、海外への留学や進学の実績をつく
る。

・阿蘇くまもと空港を活用した韓国、台
湾・中国向け修学旅行の増加を図る。

・海外大学に進学できる英語力の養成、海外進学に対応できる
支援体制の構築に向け、「海外チャレンジ塾」を開講する。併
せて、海外難関大学進学のための支援金の給付、州立モンタナ
大学等進学のための奨学制度の拡充等により、海外へ挑戦する
若者を総合的に支援する。

・県立高校に海外修学旅行実施状況の情報提供を行う。

・海外留学促進事業の要項を見直し、各学校への周知等を進め
る。

・県立高校校長会・私学校長会にて国際航空路線の利用促進の
ための取組みを説明。また、台湾・韓国向け修学旅行セミ
ナー、韓国修学旅行モニターツアーを開催する。

・現状として、海外留学や海外大学進学に対
する高校生の意識は高くはないと思われるた
め、海外へ挑戦する意識の醸成及び進学の実
績づくりに取り組む必要がある。

・安全確保や国際情勢の変化に影響を受けや
すいなど、国内に比べて高い海外修学旅行の
リスクへの対応を進めていく必要がある。

・留学支援金を支給しても減少傾向にある本
県高校生の留学者数の増加策を見出していく
必要がある。

・若者の勤労観・職業観を育む取組みとキャ
リア教育の充実に向け、産業界の支援を促進
していく必要がある。

・県立高校のインターンシップで、普通科
（全日）の体験率は35.7%と高くないた
め、参加者を増やす必要がある。

・技能士を活用した体験教室について、より
多くの児童生徒に体験する機会を設けるため
の方策を検討する。また、高校生が行う講習
会について、各高校に事業の周知を図るとと
もに、小中学生が興味をもつ企画ができるよ
うな環境整備が必要である。

・ジュニアマイスター等倍増による就業支援
プロジェクトの高校生向け講習会について、
講師の確保等、より幅広い分野での講習会を
実施するための体制を整える必要がある。

・技能検定の合格レベルが高度で、学校独自
での取組みには限界があり、熟練技能者の選
定に苦慮する職種もある中で、生徒の多様化
する職種への対応や材料費の負担等を行う必
要がある。

・留学への裾野の拡大や英語力の養成を通
じて、H27年度までに私立で累計40人の
海外高校への留学を実現し、海外への留学
や進学の実績をつくる。

・学校のリーダーとなる生徒として、すべ
ての学校から被表彰者を出すことを維持
し、もってすべての学校における夢のある
教育の実現を図る。

将来の『夢＝仕事』発見事業 労働雇用課

上段：H25事業
下段：H24事業
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（施策評価表75）

H25予算（千円）

H24決算（千円）

63

16

主な施策のまとめ

４ 平成25年度の推進方針・推進状況

教育政策課

●私立高校の海外高校留学者数は8人で年度目標を達
成。また、海外大学進学者数は5人。県立高校生の留学
者数は11人。

●キャリア教育応援団の登録事業所数が1,549事業所に
増加。

●県立高校全校でインターンシップを実施し、体験生徒
数：7,279人、事業所数：2,691事業所、体験率：
59.5％を達成。

●ものづくりチャレンジ事業により、738人の小中学生
が様々な技術・技能を体験。

●知事出前ゼミを２校で実施し、夢を持つことの大切さ
についての児童生徒の理解が向上。

●海外大学に進学できる英語力の養成、海外進学に対応できる
支援体制の構築に向け、「海外チャレンジ塾」を開講。

●州立モンタナ大学等進学のための奨学制度の拡充等により、
海外へ挑戦する若者を総合的に支援。

●キャリア教育に係る多様なニーズへの対応のため、関係部局
が連携し、キャリア教育推進事業を展開。

●海外へ挑戦する意識の醸成及び進学の実績
づくり。

●県立高校普通科のインターンシップ体験率
の増加。

●私立で累計40人、公立で累計60人の海
外高校への留学を実現。

●県立高校（全日）のインターンシップ体
験率を70％に向上。

５ 施策を推進する上での課題２ 主な事業 担当課 ３ 平成24年度の主な成果

・ 県内の児童・生徒への「知
事出前ゼミ」を継続し、子どもた
ちの夢を育む教育を推進しま
す。

・知事出前ゼミを熊本市立城南小学校及び熊本市立力合
中学校（小野副知事代理）で実施し、夢を持つことの大
切さについての児童生徒の理解が深まった。

・引き続き、実施していく。

６ 今後の方向性

・学校からの多数の「知事出前ゼミ」実施要
望に適切に対応していく必要がある。

・全市町村のできるだけ多くの学校等で知
事出前ゼミを実施していく。教育振興基本計画推進事業

（うち教育講演会）

１ 取組内容
上段：H25事業
下段：H24事業
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